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平 成 3 0 年 第 ７ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 平成30年10月31日 (水曜日)

開 会 午前10時１分

散 会 午後４時10分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 平成 30 年 平成29年度沖縄県一般会計決算

第７回議会 の認定について（保健医療部所

認定第１号 管分）

２ 平成 30 年 平成29年度沖縄県病院事業会計

第７回議会 決算の認定について

認定第21号

３ 決算調査報告書記載内容等について

出席委員

年長委員 末 松 文 信君

委 員 新 垣 新君 照 屋 守 之君

次呂久 成 崇君 亀 濱 玲 子さん

比 嘉 京 子さん 平 良 昭 一君

金 城 泰 邦君

欠席委員

狩 俣 信 子さん 西 銘 純 恵さん

※ 決算議案の審査等に関する基本的事項

４（６）に基づき、監査委員である西銘純

恵さんは調査に加わらない。

説明のため出席した者の職、氏名

保 健 医 療 部 長 砂 川 靖君

医 療 企 画 統 括 監 大 城 博君

保 健 衛 生 統 括 監 糸 数 公君

保 健 医 療 総 務 課 長 長 嶺 祥君

医 療 政 策 課 長 諸見里 真君

健 康 長 寿 課 長 宮 里 治君

地 域 保 健 課 長 山 川 宗 貞君

衛 生 薬 務 課 長 玉 城 宏 幸君

国民健康保険課班長 山 内 昌 満君

病 院 事 業 局 長 我那覇 仁君

病 院 事 業 統 括 監 金 城 聡君

病 院 事 業 総 務 課 長 大 城 清 二君

病院事業総務課医療企画監 田 仲 斉君

病 院 事 業 経 営 課 長 山 城 英 昭君

病院事業経営課副参事 大 城 久 尚君

北 部 病 院 副 院 長 重 盛 康 司君

中 部 病 院 長 本 竹 秀 光君

南部医療センター・ 佐久本 薫君
こども医療センター院長

精 和 病 院 副 院 長 前 田 浩君

宮 古 病 院 長 本 永 英 治君

八 重 山 病 院 長 篠 﨑 裕 子さん

3ii4

○末松文信年長委員 ただいまから、文教厚生委員

会を開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成30年第

７回議会認定第１号及び同認定第21号の決算２件の

調査、決算調査報告書記載内容等についてを一括し

て議題といたします。

本日の説明員として、保健医療部長、病院事業局

長及び各県立病院長の出席を求めております。

まず初めに、保健医療部長から保健医療部関係決

算の概要説明を求めます。

砂川靖保健医療部長。

○砂川靖保健医療部長 保健医療部所管の平成29年

度一般会計の決算概要について、お手元にお配りし

ております歳入歳出決算説明資料に基づき、御説明

いたします。

資料の１ページをごらんください。

表の右端の欄には平成29年度沖縄県歳入歳出決算

書のページを記載しておりますので、御参照くださ

い。

それでは、歳入決算の状況について御説明いたし

ます。

表の一番上の保健医療部計の欄でございますが、

予算現額の計（Ａ）欄159億7468万1000円に対し、調

定額（Ｂ）欄は150億1731万4249円、そのうち収入済

額（Ｃ）欄が150億17万7601円、不納欠損額（Ｄ）欄

は２万4400円、収入未済額（Ｅ）欄は1711万2248円、

収納率99.9％となっております。

次に、歳入決算について、款ごとに主な内容を御

説明いたします。

文教厚生委員会記録（第２号）
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欄外に通し番号を振っておりますので、通し番号

に沿って、御説明いたします。

まず、通し番号４（款）使用料及び手数料の収入

済額（Ｃ）欄２億2442万4179円は、看護大学の授業

料収入などとなっております。

２ページをごらんください。

次に、通し番号13（款）国庫支出金の収入済額（Ｃ）

欄119億2176万5326円は、精神疾患を有する者及び難

病患者の扶助費に充てるために交付された負担金並

びに医療施設整備に対する補助金などとなっており

ます。

通し番号21（款）財産収入の収入済額（Ｃ）欄1191万

3990円は、健康づくり財団等への土地貸付料や基金

の運用益などとなっております。

次に、通し番号27（款）繰入金の収入済額（Ｃ）

欄22億2696万5578円は、離島や北部地域の医師確保、

医療体制整備等に要する経費に充当するため、保健

医療部で設置した各基金からの繰り入れとなってお

ります。

３ページをごらんください。

通し番号30（款）諸収入の収入済額（Ｃ）欄６億

1510万8528円は、病院事業会計等への貸付金の元利

収入などとなっております。

次に、収入未済額について御説明します。

恐縮ですが、１ページにお戻りください。

表の一番上、保健医療部計の収入未済額（Ｅ）欄

1711万2248円について、その主なものを御説明いた

します。

通し番号３（目）衛生費負担金の収入未済額（Ｅ）

欄473万8707円は、未熟児療育医療費負担金に係る収

入未済となっております。これは、平成24年度まで

母子保健法第20条の規定に基づき、県が病院等への

入院が必要な未熟児に対して行っていた医療費の給

付を行う事業において、扶養義務者から徴収すべき

自己負担金の徴収が滞り収入未済となったものであ

ります。

３ページをごらんください。

通し番号34（目）衛生貸付金元利収入の収入未済

額（Ｅ）欄850万9700円は、看護師等修学資金返還金

に係る収入未済額となっております。同資金は、看

護師免許を取得後、県内の指定施設に一定期間勤務

した場合には返還を免除しておりますが、県外への

就職、あるいは看護師を離職した場合などには返還

しなければならないところ、この返還が滞り収入未

済となっているものであります。

次に、歳出決算の状況について御説明いたします。

４ページをごらんください。

表の一番上、保健医療部計の欄です。予算現額の

計（Ａ）欄692億576万2000円に対し、支出済額（Ｂ）

欄は670億1985万996円、翌年度繰越額（Ｃ）欄は10億

3989万5000円、不用額は11億4601万6004円、執行率

は96.8％となっております。

次に、歳出決算の主な内容について御説明いたし

ます。

まず、通し番号１（款）民生費の支出済額（Ｂ）

欄355億7339万1231円は、主に後期高齢者医療広域連

合に対する負担金、市町村国保への交付金等に要し

た経費となっております。

次に、通し番号６（款）衛生費の支出済額（Ｂ）

欄299億4347万4983円は、感染症予防、ハンセン病や

結核対策、精神保健、母子保健、健康増進の推進、

難病対策、衛生環境研究所及び保健所の運営、食品

衛生、医務･薬務及び病院事業会計への繰出金に要し

た経費となっております。

６ページをごらんください。

通し番号34（款）教育費の支出済額（Ｂ）欄８億

3653万2782円は、看護大学の管理運営等に要した経

費となっております。

通し番号37（款）諸支出金の支出済額（Ｂ）欄６億

6645万2000円は、病院事業会計への新規貸し付けに

要した経費となっております。

次に、翌年度繰越額について御説明いたします。

恐縮ですが、４ページへお戻りください。

表の一番上、保健医療部計の翌年度繰越額（Ｃ）

欄10億3989万5000円について、その主なものを御説

明いたします。

５ページをごらんください。

通し番号26（項）医薬費の通し番号28（目）医務

費における医療施設近代化施設整備事業などとなっ

ております。繰り越しに至った要因は、もとぶ記念

病院の建てかえ工事に係る経費の補助を行う事業で

ございますが、硬質地質の地盤が想定した範囲以上

に及んでいたため、基礎工事に大幅な工期延長が生

じたことから繰り越したものであります。

次に、不用額について御説明いたします。

恐縮ですが、４ページへお戻りください。

表の一番上、保健医療部計の右から２列目の欄、

不用額の計11億4601万6004円について、その主なも

のを御説明いたします。

まず、通し番号１（款）民生費の不用額２億9609万

7769円でありますが、通し番号５（目）国民健康保

険指導費において、国民健康保険負担金補助金等事

業費における高額医療費共同事業負担金の算定の基

礎となる高額医療費の実績が見込みを下回ったこと
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により不用が生じたものであります。

次に、通し番号６（款）衛生費の不用額７億8491万

8017円でございますが、そのうち通し番号７（項）

公衆衛生費の不用額３億6098万2821円は、通し番号

12（目）精神衛生費において、精神障害者自立支援

医療費における医療費の助成実績が見込みを下回っ

たこと、それから通し番号13（目）母子保健衛生費

において、こども医療費助成事業における市町村の

補助実績が見込みを下回ったこと、及び５ページの

通し番号17（目）特定疾患対策費において、難病医

療等対策事業費における扶助費の実績が当初の見込

みを下回ったことにより不用が生じたものでありま

す。

また、通し番号26（項）医薬費の不用額３億6878万

4436円の主なものは、通し番号28（目）医務費にお

いて、有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業

の補助申請の取り下げ等により不用が生じたもので

あります。

６ページをごらんください。

通し番号34（款）教育費の不用額6500万218円につ

いては、通し番号36（目）看護大学費で旅費や需用

費などの経費節減によるものであります。

以上で、保健医療部所管の平成29年度一般会計歳

入歳出決算概要の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○末松文信年長委員 保健医療部長の説明は終わり

ました。

次に、病院事業局長から病院事業局関係決算の概

要説明を求めます。

我那覇仁病院事業局長。

○我那覇仁病院事業局長 病院事業局の平成29年度

決算の概要について、お手元にお配りしております

平成29年度沖縄県病院事業会計決算書に基づいて、

御説明申し上げます。

決算書の11ページをお開きください。

初めに、事業概要から御説明いたします。

事業報告書の１、概況の（１）総括事項について、

ア、沖縄県病院事業は、県立北部病院を初め、６つ

の県立病院と16カ所の附属診療所を運営し、イ、医

師や看護師等の医療技術員の確保とともに、施設及

び医療機器の充実を図るなど、医療水準の向上に努

めております。

エ、業務状況については、入院患者延べ数が66万

1449人、外来患者延べ数が76万7516人で、総利用患

者延べ数は142万8965人となり、前年度と比べて１万

4236人の減少となりました。

次に、決算について御説明いたします。

恐縮ですが、１ページにお戻りください。

まず、決算報告書の（１）収益的収入及び支出に

ついて、収入の第１款、病院事業収益は、当初予算

額に補正予算額等を加えた合計599億8351万2000円に

対して、決算額は541億6638万9506円で、差額は58億

1712万2494円となっております。その主な要因は、

第１項の医業収益において57億4148万7860円の差額

が生じたことによるものであります。

次に、支出の第１款、病院事業費用は、当初予算

額に補正予算額を加えた合計595億8855万2000円に対

して、決算額は570億6664万8797円で、翌年度への繰

越額が１億1691万5400円で、不用額は24億498万

7803円となっております。その主な要因は、第１項

の医業費用において22億4558万3620円の不用が生じ

たことによるものであります。

２ページをお開きください。

（２）資本的収入及び支出について、収入の第１款

資本的収入は、当初予算額に補正予算額等を加えた

合計143億2694万6000円に対して、決算額は62億

2985万9447円で、差額は80億9708万6553円となって

おります。その主な要因は、第１項の企業債におい

て62億3944万7000円の差額が生じたことによるもの

であります。

次に、支出の第１款資本的支出は、当初予算額に

補正予算額を加えた合計163億4975万8000円に対し

て、決算額は82億5074万2633円で、翌年度への繰越

額が80億4809万9828円で、不用額が5091万5539円と

なっております。その主な要因は、第１項の建設改

良費において5090万6209円の不用が生じたことによ

るものであります。

３ページをごらんください。

平成29年４月１日から平成30年３月31日までの損

益計算書について、１の医業収益は、入院収益、外

来収益などを合計した463億2795万5428円で、２の医

業費用は、給与費、材料費、経費などを合計した540億

5946万1283円で、１の医業収益から２の医業費用を

差し引いた医業損失は77億3150万5855円となってお

ります。

３の医業外収益は、受取利息配当金、他会計補助

金、国庫補助金などの合計で70億3284万5817円となっ

ております。

４ページをお開きください。

４の医業外費用は、支払利息、長期前払消費税勘

定償却、雑損失を合計した20億4669万5263円で、３の

医業外収益から４の医業外費用を差し引きますと

49億8615万554円の利益を計上しているものの、経常

損失は27億4535万5301円となっております。
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５の特別利益は６億8949万8436円で、６の特別損

失は16億3211万9538円であり、差し引き９億4262万

1102円の損失を計上しており、当年度純損失は36億

8797万6403円で、前年度繰越欠損金51億6006万6096円

を合計した当年度未処理欠損金は88億4804万2499円

となっております。

５ページをごらんください。

剰余金計算書について、表の右の欄、資本合計を

ごらんください。

前年度末残高30億9269万8843円に対し、前年度処

分額が０円、当年度変動額はマイナス36億8797万

6403円で、当年度末残高はマイナス５億9527万7560円

となっております。

下の欠損金処理計算書について、１行目、当年度

末残高の未処理欠損金は88億4804万2499円で、これ

につきましては全額を翌年度に繰り越すこととなり

ます。

６ページをお開きください。

平成30年３月31日現在における貸借対照表につい

て、まず資産の部における１の固定資産は、（１）の

有形固定資産、７ページの（２）の無形固定資産、（３）

の投資を合わせた合計で413億2681万6198円となって

おります。

２の流動資産は、（１）の現金預金、（２）の未収

金、（３）の貯蔵品などを合わせた合計で158億6153万

7911円となっております。

１の固定資産、２の流動資産を合わせた資産合計

は571億8835万4109円となっております。

８ページをお開きください。

次に、負債の部における３の固定負債は、（１）の

企業債、（２）の他会計借入金などを合わせた合計で

335億7289万7530円となっております。

４の流動負債は、（２）の企業債、（３）の他会計

借入金、（４）のリース債務などを合わせた合計で

104億4741万6106円となっております。

５の繰延収益で、（１）の長期前受金から（２）の

収益化累計額を差し引いた繰延収益合計は137億

6331万8033円となっております。

３の固定負債、４の流動負債、５の繰延収益を合

わせた負債合計は577億8363万1669円となっておりま

す。

９ページをごらんください。

資本の部における資本金合計は18億7858万4732円

となっております。

７の剰余金は、（１）の資本剰余金、（２）の利益

剰余金の合計でマイナス24億7386万2292円となって

おります。

６の資本金と７の剰余金を合わせた資本合計はマ

イナス５億9527万7560円で、これに８ページの下の

負債合計を加えた負債資本合計は571億8835万4109円

となっております。

以上で、平成29年度沖縄県病院事業会計決算の概

要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○末松文信年長委員 病院事業局長の説明は終わり

ました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項（常

任委員会に対する調査依頼について）に従って行う

ことにいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

なお、要調査事項の提起の方法及びその取り扱い

等については、昨日と同様に行うこととし、本日の

質疑終了後に協議いたします。

質疑に際しましては、あらかじめ引用する決算資

料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しましては部局長が行い、それ以外はできるだ

け担当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと思

いますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよ

ろしくお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないよう簡潔にお願

いいたします。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

次呂久成崇委員。

○次呂久成崇委員 八重山圏域の住民が待ちわびて

いた新県立八重山病院が、今月１日に開院いたしま

した。この新県立八重山病院の引っ越しの際には、

台風の影響等もあって、患者の移送及び医療機器の

移動等、本当に大変な御苦労があったのではないか

と思います。この新県立八重山病院を八重山圏域の

中核病院として、圏域内で完結できる医療体制が今

後ともより一層推進されることを期待しています。

新県立八重山病院の開院式典や祝賀会等でも、民

間病院の医師の皆さんから県立病院があるから離島

・僻地にある民間病院もやっていけるのだというこ

とをお聞きしました。基本的なことではあるのです
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が、県立病院と民間病院の違いは何か。また、公的

な医療機関としての役割は何かということを伺いま

す。

○我那覇仁病院事業局長 旧県立八重山病院は建設

から40年近くになっていて、建物の老朽化が特に進

んでいた病院でした。新県立八重山病院は大変立派

な病院で、県議会議員を初めとする多くの方もごら

んになったと思います。しかもその内容がすばらし

い。１つは、診療科において歯科口腔外科を新設し

たということです。また、八重山地域にはかつてな

かった全身麻酔が行えて、高齢者の需要などに対応

できるということ。それから、もともとあったので

すが、後期ケアのために６床が整備され、周産期医

療の充実が図ることができてきたと思います。

多くの機能で、県立病院と民間病院とでは差があ

ると思います。特に八重山地域では海域での事故、

潜函病があります。県立病院では初めてなのですが、

そういった患者さんに対して高気圧酸素治療装置と

いった医療機器を備えていると。

やはり八重山地域の中心となる病院として、基本

的には地域で解決をしたいと。24時間救急医療を担

うと。それから周産期医療、小児医療。たしか僻地

の診療所は４つ抱えていたと思いますが、それに対

する十分な医師の供給といったことなどがあります。

一言では言えないのですが、病院長も言っていると

おり、地元民間病院では対応し切れない需要に対応

し、いつでも安心して八重山地域の人々の安全・安

心を担う県立病院として今後ともやっていきたいと

考えております。

○次呂久成崇委員 この総合病院としての機能を考

えてみると、民間病院と県立病院の機能的な違いと

いうものはそんなにないと思います。沖縄県病院事

業会計決算審査意見書の４ページにもあるように、

県立病院というものは、救命救急医療、周産期医療、

高度・特殊医療、離島・僻地医療など、県民の生命

及び健康を守り、生活の安心を支える重要な役割を

担っていると。まさにそういうことだと思います。

県外の人口が多いところでは民間病院でも利用者数

が多いということで、採算が見込めることがあると

思うのですが、離島県である沖縄では、離島・僻地

の住民と都市部の住民との医療格差をなくすことが

重要です。そして医療水準の確保のために我々の血

税が投入されるということは、八重山病院を初めと

する県立病院はその役割、使命を果たすべきである

と思うのです。

まず、県立病院の運営状況についての見解をお聞

きします。それから各県立病院の経営評価や課題に

ついて各病院長に伺います。

○我那覇仁病院事業局長 平成29年度における、経

営改善の取り組みについて御説明いたします。

まず第１に、収益を確保するために、地域医療機

関への訪問や逆紹介などを行い、地域医療支援病院

という形で地域と連携すると。それから長期入院患

者の退院促進があり、これは地域と病病連携とか病

診連携の促進になります。また診療報酬制度におけ

る施設基準の取得に関しては全県で530ほどの施設基

準をとっていますが、毎年診療報酬を調べて、その

施設基準を確保していくことになります。それから

収支に関しては算定漏れの防止や査定・返戻の低減

に努めることで、患者数が確保されて、診療単価、

入院単価及び外来単価も若干上がってきております。

そういったことに努めて収益を確保していきたいと

思っております。

第２に、費用の縮減に関しまして、医師の当直に

係る勤務体制の調整や時間外勤務の管理が非常に大

きな課題になっています。これは勤怠管理も含めて、

医師の時間外勤務の管理に努めます。次に、材料の

一括交渉です。これはスケールメリットで多く買う

と安くなるという低廉な購入方法、それからジェネ

リック医薬品への切りかえも行ってまいります。そ

の他に、各種経費の縮減の取り組みや、給与費及び

材料費など経費の節減を図ってまいりました。その

結果、病院事業全体では入院患者数は減少したもの

の、診療単価は入院、外来ともに上昇し、医療収益

は増加し、材料費も低減しております。しかしなが

ら平成28年に労働基準監督署からの是正勧告によっ

て、医師の時間外勤務手当の支給が年間約８億6000万

円と大幅に増加し、病院経営に多大な影響を与える

ことになりました。また、昨年度は退職者の増加に

よって退職給与費が増加し、それから重油燃料の高

騰の影響などによって燃料費及び光熱水費も増加し

ており、これらは病院経営の悪化に影響を与える要

因となっております。加えて、離島を含む諸地域の

医師不足に対応する応援医師に係る報償費やシステ

ム保守等の委託費も増加しており、全体として病院

経営に係る費用を収益で賄うことができなかったこ

とが最も大きな問題であったと思います。

今後、県立病院全体が取り組むべき課題としては、

まず、医師等医療スタッフを確保すること。次に、

施設設備、医療機器等の老朽化への対策。また、医

師の勤務負担の軽減と増加した時間外勤務への対応。

さらに消費税の税率アップ、平成32年度における地

方公務員法の改正等への対応や法令遵守による経理

的な影響などがあると認識しております。
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○重盛康司北部病院副院長 本日、院長の久貝が医

師確保の用務のため県外に出張しておりますので、

かわって答弁させていただきます。

北部病院の運営状況でございますが、平成29年度

の決算で見ると、純損益で約３億9366万1000円の赤

字、経常損益は約２億9742万9000円の赤字でありま

した。その原因といたしましては、年度途中におけ

る退職した医師の補充ができず、外科救急において

週２日の夜間診療制限を実施したことが影響してお

ります。平成30年度も医師不足の状況は変わってお

りません。平成29年度と比較するとむしろ悪化して

おります。昨年度は週２日であった外科救急の夜間

診療制限についても、現在は週５日の制限で、実質

的には週２日だけの対応という形になっております。

外科以外でも、腎臓内科医の応援体制の縮小があり

まして、腎臓内科の新しい患者の受け入れが困難に

なるなど、診療制限を実施している状況です。今で

も外科の夜間救急受入制限は継続していますが、整

形外科の一部の患者であるとかの新たに対応できる

部分を探して徐々に門戸を開いていこうという計画

を進めております。

収益の確保に関しましては、入院の必要性を鑑み

ながら積極的な病棟、病床の活用を図っており、新

たな入院患者の確保に努めております。また地域包

括ケア病棟の効率的かつ効果的な運営に努め、増収

を図っております。

北部地域における地域医療支援病院として、地元

のクリニックや医療機関との連携を図りまして、地

域医療連携に注力しながら紹介率及び逆紹介率をと

もに高めていくなどして、その連携を深めていく所

存であります。

○本竹秀光中部病院長 平成29年度における中部病

院はかつてない赤字で、変なときに院長になったか

なと非常に後悔しているのですが、やはり内的な要

因と外的な要因で分けて考えないといけない。まず、

外的なこととして、一番大きなことは先ほど病院事

業局長が答弁したとおりの老朽化の問題です。また、

中部病院ではことしの３月に定年退職者がたくさん

出まして、それも要因の一つになっています。それ

から今度の台風で停電や、初めてのことなのですが

電話が通じなかったりとかといったいろいろなこと

で電気のことを調べてみました。中部病院は今の病

棟が18年ぐらいになりますが、電気については配電

では全てを賄えなくて自家発電も使わないといけな

い設計になっております。このところＡ重油が高騰

しており、かなり経営を圧迫していることがこれか

らも懸念されるところです。

内的なところでは外来はそうでもないのですが、

入院患者が少し減っております。今、入院患者を初

めとする新規の患者をふやすためにいろいろと努力

していますが、いかんせん中部病院の周辺に新しい

民間病院が２つできました。これらは高度急性期病

院で、患者の傾向がそちらに向いていることもある

と思いつつ、それでもそういうわけにはいかないと

いうことで、常に地域と連携を図るために、毎年４月

ごろに管理職全員で各民間病院に挨拶に行っていま

す。そういうことで１年間をスタートするわけです。

急性期病院ということは受け入れ先の病院をどうし

ても探さないといけないということですね。そこで

少し難儀をしているところがあります。それでも地

域連携の強化が全てにつながりますので、その点に

ついて努力してこれからもやっていきたいと考えて

おります。

それから、今問題になっている働き方改革ですが、

私は自治体病院における働き方改革の委員をやって

います。中部病院でもいわゆる時間外勤務を減らそ

うということで、特に医師の時間外勤務について縮

減してきているところです。もちろん患者の健康を

害したら困るのですが、患者の健康だけではなく、

医療を提供する医者の健康もバランスをとっていか

ないといけないということで、今頑張って取り組ん

でいるところであります。

○佐久本薫南部医療センター・こども医療センター

院長 平成29年度の収益的収支及び支出の決算状況

は、病院事業収益が152億6428万円であるのに対して、

病院事業費用は164億1976万円でした。差し引き11億

5548万円の純損失となっており、赤字を出しており

ます。その原因ですが、先ほどから説明があるとお

り労働基準監督署による立入調査がありました。当

院も調査を受けたわけですが、その是正勧告に従っ

て過年度を含めた２年分をさかのぼって時間外勤務

手当を支払っております。これが平成29年度の決算

に影響を与えております。

内部的な要因としては、平成29年４月から７月に

かけて循環器内科や心臓血管外科のベテラン医師が

人事異動により減少しました。これが入院収益ある

いは患者数の減少に大きな影響を与えております。

このことが平成29年度全般にわたって影響したと考

えております。これを改善すべく、平成30年４月に

入退院支援室を設立しました。入院が決定した時点

で、個々の患者の治療方法、入院期間、退院後の生

活などの情報を医療従事者、患者とその家族、地域

の関係者と共有し、退院までのスムーズな支援を行っ

ております。それによって入院期間が短縮し、在宅
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への復帰率、ベッドの回転率が上昇し、新規の入院

患者の増加、入院診療単価の上昇につながってきて

おります。このように平成30年度に向けて努力して

いるところでございます。

○本永英治宮古病院長 平成29年度における宮古病

院の損益状況については、病院事業収益が67億

8724万円であるのに対し、病院事業費用が68億

9621万円で、純損失で１億897万円の赤字となってお

ります。医業を見ますと、医業損益に関しては医業

収益が約54億円であるのに対し、医業費用が約64億

円で、10億3000万円近い赤字となっております。

宮古病院は、平成29年度における経常損益で

1353万円の赤字決算となっています。その原因は、

入院のベッド利用率が90％を超えて入院収益がかな

り高くなったということと、１人当たりの入院単価

と外来の単価が順調に上がってきまして、外来と入

院を合わせて経常収支比に関してもいい結果を生み

ました。ところが先ほどから述べているように、労

働基準監督署の是正勧告によって宮古病院も過去の

時間外勤務手当を２年分払ったということがありま

す。その時間外勤務手当がふえて結果的には経常損

益が1353万円の赤字となり、純損益で１億円の赤字

ということになっております。

宮古病院は毎朝のミーティングで、ベッド利用率

をみんなで確認して、病院のゴールを設定し、みん

なで会議をしています。これを続けているおかげで、

病院の入院・外来に関する収益を一応維持しており

ます。平成30年度も同じような形で続けていまして、

少し落ちてはいますが、今のところ経営は黒字を維

持しております。

赤字に対する我々の対策としては、診療群分類包

括評価―ＤＰＣという入院の算定を使っております

ので、これを利用して入院期間Ⅰ期とⅡ期をなるべ

く多くして地域に戻すということを計画しておりま

す。地域の開業医の方々と宮古病院で地域を支援す

るためのシステムを何とかつくりたいということで、

現在、宮古島市、宮古病院とそれ以外の地域の医療

機関、介護施設とかといったところと地域医療連携

システムをつくって、開業医の先生方と信頼できる

地域医療システムの構築に取り組んでいきたいと

思っております。それをきっかけにして紹介、逆紹

介を信頼できるものにしていきたいと考えておりま

す。

それからレセプトの返戻に関しても、職員を配置

してチェック体制を強化しており、返戻率について

は0.5などの低い値で推移しております。

あと材料費、薬品費を見ると、診療材料費と薬品

に関しても病院事業経営課の職員と連携し、診療材

料費等の購入価格の低減を図っております。

それから未収金対策については、11月１日から

１カ月間の強化月間を設けているのですが、現在こ

れを強化しています。特に保証人の履行を促すこと

に加えて、高額な医療未収金に関しては裁判所を通

して履行させていくということです。そういうこと

で、去年は未収金について約1600万円縮減しており

ます。また、その他委託料や賃借料の見直しを行っ

ております。

○篠崎裕子八重山病院長 まず、平成29年度の八重

山病院の経営状況は病院事業収益が58億5584万円で、

前年度から6726万円のプラスになりました。病院事

業費用に関しては60億8651万円で、４億9114万円と

かなり増加しました。その結果、純利益に関しては、

マイナス２億3067万円と赤字になっております。収

益増の内訳を見ると外来収益の増が3760万円、診療

所収益が843万円、入院収益の減が4957万円となって

おります。費用増の内訳としては、労働基準監督署

による是正勧告の影響で給与費がかなり多くなりま

した。あと人員が足りなかったり、いろいろなメン

テナンスのために委託費が増加しております。それ

と薬品費の増が2000万円以上ありました。これにつ

いては、当初予算として計上していた薬品費以外に、

がん免疫療法に用いるオプジーボなどの購入による

ものであります。

今年度、新しい病院になり、診療科については口

腔外科が１つふえて24科となりました。許可病床は

以前の350から300になり、職員数は322で頑張ってお

ります。八重山病院は救急医療や小児・周産期、離

島医療に加えて精神医療も行っていますので、一番

の課題は医者の確保だと思っております。新病院に

なって病床数が350から300になり、稼働病床が前病

院の288から現在264で稼働しています。集中系の病

床をふやしたにもかかわらず、看護師不足で高度治

療室―ＨＣＵは８床ありますが４床で運営していま

す。毎日そちらが満床になっていて、逆に重症の患

者さんも一般病棟で診ないといけないという状況が

あります。

今後は修繕費や時間外勤務手当の縮減を進めてい

くとともに、人員の確保や検診部門の拡充について

も確実に実行していきたいと思います。手術室も３

室から４室になりましたが、こちらもまだ稼働して

おりません。ＩＣＵ、ＨＣＵの病床もふえましたが、

そちらも縮小しています。精神科についても医師の

確保ができないままです。小規模デイケアから大規

模デイケアに施設を拡大しましたが、人手不足でそ
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れを大きく広げることができません。

今後新しい医療器具が入りますので、人間ドック

や脳ドックなどの健診部門をふやしていってどうに

か収益につなげたいと思っております。ただし、人

の配置がないとそのための拡充ができませんので、

その辺が今一番の課題となっております。

○前田浩精和病院副院長 きょうは院長の親富祖が

体調不良で文教厚生委員会に出席できませんので、

かわりに副院長の私が答弁を行います。

病院の運営状況と課題という御質疑ですが、平成

29年度の決算は、病院事業収益が22億6961万9153円、

病院事業費用が24億3595万6097円となり、純損益は

１億6633万6944円の赤字となっております。医業収

益につきましては、15億6385万4617円、医業費用が

23億678万3566円となり、７億4292万8949円のマイナ

スとなっています。前年度と比較すると、医業収益

が1079万3399円の減少、医業費用が1112万8664円増

加したことにより、医業損益は2192万2063円悪化し

ました。医業収支比率についても平成29年度は67.8％

となり、前年度と比較して0.8ポイント減少しており

ます。

次に、精和病院の課題については、まず施設設備

の老朽化があります。当院は建築から32年経過し、

施設や機械設備の老朽化が著しく、施設整備費、修

繕費等で対応しておりますが、予算には限りがあり

対応が追いつかない状況です。平成29年度の修繕件

数は約225件あり、今後も修繕件数は増加していくと

考えます。

それから医師の長時間労働の縮減に向けた勤務体

制の検討についてです。労働基準監督署による是正

勧告を受けて、当直体制の見直しを行い、これを実

施しているところですが、必要な医師数の確保を含

めてまだ不十分であるため、今後も継続して取り組

んでいきたいと思います。

次に、精神保健福祉士、作業療法士等の専門職の

確保です。これらの職種は定数を満たしてはおりま

すが、人員としては不足しております。不足分につ

いては嘱託員で対応しておりますが、民間病院に比

べると待遇面で劣るため、人員の確保が困難な状況

です。定数をふやし正職員として確保することが、

安定的な収益確保につながるものと考えます。

次に、ＩＴ化のおくれです。業務効率の改善及び

患者サービス等、医療の質の向上のためにＩＴ化は

必要ですが、電子カルテ等の導入に当たりましては、

予算の確保とＩＴ専門スタッフの確保が必要となり

ます。

最後に、精和病院の今後のあり方についてですが、

当院の施設の耐用年数があと10年程度と言われてい

ますが、それを踏まえると医師や看護師等の医療技

術の維持・確保を図りながら、医療機能の分化、連

携強化を進めたいと考えております。今後、精和病

院のあり方については、総合病院への統合を含めて、

現在検討しているところです。

○次呂久成崇委員 各病院長からの説明を聞いても、

それぞれの病院において純損失がありますが、各病

院では本当に懸命に努力なさっているというように

感じました。

沖縄県病院事業会計決算審査意見書の９ページか

らお聞きします。当初業務予定量と実績について、

各病院の入院、外来の予定量と実績なのですが、毎

年度の実績がこの予定量を下回っているのです。予

算において業務予定量というものは定めなければな

らないことになっているのですが、毎年度の実績が

この予定量を下回っているという状況について、こ

の予定量というものはどのような基準で決定してい

るのか。当初予算を編成する上で、そういう予定量

を実績が下回るとわかっていて決定しないといけな

いのか、その基準等について伺います。

○山城英昭病院事業経営課長 公営企業の予算は、

一般会計の予算と比べて弾力性を持たせる必要がご

ざいます。沖縄県病院事業の経営目標、経営方針に

従い、県立病院が医療を最大限に提供できる体制に

基づいて、当該年度の入院患者数、外来患者数等の

業務量を予定しているところでございます。しかし

ながら、委員の御指摘のとおり、実際には医療従事

者の充足状況や患者の動向等により、業務予定量と

実績に差が生じている状況でございます。

○次呂久成崇委員 次に、八重山病院についてお聞

きします。この新病院を建設していく中で、人手不

足、資材高騰によって一部計画変更等があって、予

定していた工事なども大分変更があったと思います。

予定価格との差額による影響等によって、例えば当

初予定していた植栽工事や駐車場の整備などといっ

た事業、また医療機器購入などもそうだと思います

が、今後さらに予算を追加し工事等をする予定があ

るのですか。現在の駐車場は少し殺風景なところが

あって、旧病院の植栽を移したほうがいいのではな

いかという地域の声や、まだ整備が必要ではないの

かというようなさまざまな声もあるものですから、

その計画等についてお聞きしたいと思います。

○大城久尚病院事業経営課副参事 新県立八重山病

院の建設工事については、資材費や労務費の高騰、

地域外からの労働者確保、磁気探査等がありまして、

当初の契約に比べて大幅に建設費の増加が見込まれ
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ます。このためできるだけ起債額を減らして、将来

の病院の財務状況を改善するために建設費を圧縮し

たいと考えております。

それと八重山病院から、追加工事で予定されてい

た植栽工事については、当初計画のとおりだとどう

しても多額の費用がかかるということで、できるだ

け将来のメンテナンスなどを考えて、縮減したいと

いう要望がありました。このため八重山病院と協議

の上、当初計画を変更いたしまして、主に駐車場部

分についての植栽工事は取りやめております。

その他の外構工事については、ほぼ当初計画どお

りに完了しており、追加工事の予定はありません。

○次呂久成崇委員 駐車場等の植栽については、地

元から緑が欲しいという声があります。今、八重山

の医療を守る郡民の会の皆さんなどから、そういう

声もあるものですから、ぜひ地域の声を拾っていた

だき、それを反映させた病院づくりというものをやっ

ていただきたいと思います。

次に、保健医療部にお聞きします。

主要施策の成果に関する報告書の126ページの県立

病院派遣費補助事業について、先ほど各病院長から

も医師不足、看護師不足の報告がありました。離島

・僻地の中核病院について専門医派遣に係る費用を

助成して、17人の医師を確保したということですが、

どの病院からどこの病院に派遣したのかという内訳

をお聞きしたいと思います。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 平成30年度は、

まず北部病院の整形外科に北里大学、産婦人科に昭

和大学、産業医科大学、札幌厚生病院等からの医師

が派遣されています。

次に、宮古病院には宮崎大学から耳鼻科の医師、

琉球大学から歯科口腔外科の医師、中部徳洲会病院

から脳神経外科、計３名の医師が派遣されています。

次に、八重山病院には東邦大学から産婦人科の医

師、神戸大学から耳鼻科の医師、名古屋市立大学か

ら循環器と消化器の医師となっております。

平成29年度は、北部病院が消化器内科、整形外科、

救急、産婦人科に、それぞれ北里大学、埼玉医科大

学、久留米大学、昭和大学及び産業医科大からの医

師派遣の実績は６名です。

同じく宮古病院には歯科口腔外科、耳鼻咽喉科、

脳神経外科、内科に、中頭病院、琉球大学、宮崎大

学、中部徳洲会病院から４名の医師が派遣されてお

ります。

同じく八重山病院には産婦人科、耳鼻科、外科、

小児科、循環器内科に、順天堂大学、東邦大学、神

戸大学、慶應大学、名古屋市立大学、豊見城中央病

院から７名の医師が派遣されています。したがって

総計17名の医師が派遣されております。

○次呂久成崇委員 医師確保が大変な状況下におい

て17名の医師が確保できたのは、やはりこの事業の

効果、実績があらわれているのではないかと思いま

す。ただ、この事業によって各病院の医師は充足し

ているのでしょうか。やはりそれでも不足している

という状況なのか、その点について伺います。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 充足している

かという定義がなかなか難しいとは思うのですが、

各病院で少しずつ欠員が生じている部分をどうにか

埋めていると考えておりますので、病院ごとに多少

の欠員はありますが、どうにかして充足を目指して

いくことで考えております。これは定数の話になり

ますが、実際に足りない部分もありますが、それに

関しては今のところどうにか応援をいただいて、充

足できているものと考えております。

○次呂久成崇委員 今、八重山病院であれば脳外科

のドクターは１人でしたかね。本来ならば２人体制

でやったほうがいいということもあります。やはり

先ほどから各病院長の御答弁にあるように、医師の

勤務時間帯の問題にもつながっていくと思います。

これについては、引き続きしっかりと取り組んでい

ただきたいと思うのです。ただし、この派遣の継続

要請なのですが、新たに医療機関を開拓して、この

医師確保を努めたいとありますが、具体的にはどう

いった取り組みというものを考えていらっしゃるの

ですか。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 具体的には、

現在、県内外の多数の医療機関にアプローチしてお

ります。実際、本県に必要な人材確保のために、指

名した先生方を通じて、主に関東を中心にアプロー

チしているところです。具体的な名前は申し上げら

れませんが、次年度には２つの大学から消化器内科

の医師が派遣される予定です。さらにそこを通じて、

外科医と腎臓内科医の派遣の実現に向けて取り組ん

でいるところであります。

○次呂久成崇委員 引き続き、医師確保に努めてい

ただきたいと思います。

次に、同じく150ページの離島患者等支援事業につ

いて伺います。これは執行率が30％ということで、

非常に低い執行率となっています。その要因につい

て御説明願います。

○諸見里真医療政策課長 これは予算額2300万円に

対して689万4000円ということです。確かに30％の執

行率ということで低くなっております。その主な要

因といたしましては、妊産婦の検診回数とか出産の
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人数、あと特定不妊治療の申請が市町村において想

定していたよりも少なかったということがございま

す。２つ目には、これも大きな要素ですが、患者等

への支援に不足が生じないよう、各市町村で余裕を

持って予算を計上していたことがあります。これは

新規事業ということで、前年度の実績がございませ

んので、各市町村で余裕を持った予算計上をしてい

たことから不用が生じているところでございます。

○次呂久成崇委員 これは今13市町村で実施された

ということで延べ人数が2121名となっていますが、

この内訳などはわかりますか。これについては、後

ほど資料でいただきたいと思います。

また、この事業を実施していない離島市町村はど

ういった取り組みをなされているのかを把握してお

りますか。

○諸見里真医療政策課長 内訳については、13市町

村ごとに出ていますので、後ほど御提供させていた

だきます。

この事業は対象が18市町村でございますので、現

在５つの市町村で活用されていない状況です。ただ

し、この５つの市町村につきましても実績がほとん

どないということではなくて、市町村独自で行って

いるところもございます。また一括交付金を独自で

使いたいという部分などもございまして、その支援

が実質的に行き届いてないということではございま

せん。

○次呂久成崇委員 これは利用している患者さんや

御家族の皆さんにとっては本当にありがたい事業な

のですね。ただし、市町村によっては取り組み方と

か周知方法が十分ではないということも感じていま

す。ですから今後は市町村としっかりと連携して、

例えば県立病院や民間病院にもこういった事業があ

るといったポスターを掲示することが必要です。ま

たこれだけ執行率が低いわけです。これを助成する

ときに、まず患者さんは離島では治療できないとい

う証明書というものをもらわないといけない。これ

も負担しないといけないのです。したがってそうい

う負担とか、また補助率は50％であると思いますが、

これをもう少し上げて、例えば３分の２は県が持つ

とかということを行ってもよいのではないでしょう

か。さらに助成対象となっている疾病の拡大、受診

回数―患者さんによっては毎月受診しないといけな

いのに１年当たり何回しか助成できないとかという

ものがあるので、ぜひこれは大胆な見直しを行って

いただきたいと思います。ぜひ市町村と連携をとっ

ていただいて、これについて前向きに考えていただ

きたいと思います。

○諸見里真医療政策課長 新規事業でございますの

で、その辺は平成29年度の実績、今年度の実績など

を踏まえまして、委員が御指摘のように十分に検証

し、制度がしっかりと定着するように取り組んでい

きたいと思っております。

○末松文信年長委員 亀濱玲子委員。

○亀濱玲子委員 次呂久委員が質疑なさった新規事

業の離島患者等支援事業、主要施策の成果に関する

報告書の150ページについて、引き続き質疑させてい

ただきます。これを実際には当事者から見ると、支

援の拡充が行われたわけではありません。県が実施

している市町村の２分の１を負担するという事業の

内容です。まずこれについて確認しておきたいと思

います。とてもありがたいと感謝していますが、こ

れを当事者支援につなげるためには、現状のままで

は助成される患者にとっては何も変わっていないの

です。ですから県が本当にその支援をしたいと思う

のであればこの施策の中にある課題です。これは負

担を軽減して適切な医療を受けるための機会を確保

する。このための助成対象の拡大、そして助成額や

助成回数を拡大するということが課題であると書い

てあります。既に30％の執行率であることについて

いろいろと説明をなされましたが、実際の課題はこ

れだと思っています。県が支援している市町村に半

額を助成すると、市町村は半額を出さなくてもいい

ので得するわけです。だけど助成を受け取る患者さ

んたちにとっては何も変わっていないのです。これ

は間接的ですから、この支援を県からもらっている

わけではないのです。ですから県独自で直接実施し

ていない市町村も含めて、対象市町村の患者さんに

独自で支援するということが実質的な支援になるの

です。この報告書の中で、この課題についても既に

指摘されています。その改善に向けた考えをお聞き

したいと思います。

○諸見里真医療政策課長 この制度をつくった趣旨

としては、基本的に住民に近い自治体である市町村

が実施主体になって各地域の実情―これは大小の離

島においてもあると思いますので、その辺の実情を

踏まえて、住民の利便性なども図りながらサービス

提供につなげていきたいということで、一義的には

やはり市町村が主体となって実施していただくと。

これについては平成29年度以前から各市町村で独自

に取り組んでいただいており、そこに県が２分の１

を助成すると。その浮いた部分でしっかりと市町村

で助成を拡大していただくという目的でございます。

県としては、その目的を達成できるように取り組ん

でまいります。
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現在、平成29年度の実績を検査するために各市町

村を回っております。そこでまず意見交換をし、平

成29年度と平成30年度の実績を各市町村ごと、疾病

ごとに細かく検証して、制度の改善につなげていき

たいと考えているところでございます。

○亀濱玲子委員 疾病ごとにという答弁でしたので、

その状況について伺います。今、宮古島市を見ると、

がん患者の皆さんの中には付き添いが必要な方々が

いるのです。でもその付き添いは介護度で考えられ

ているのですよ。がんの患者さんには末期でも御自

分の意識がはっきりとしていて歩ける方だけど、ど

うしても家族等の付き添いが必要だという状況も生

まれてくるのです。なのでその支給のそのものを改

善しなければ付き添いができないという状況にあり

ますが、これについて県はどのような認識をお持ち

ですか。

○諸見里真医療政策課長 付添人の要件につきまし

ては、去る９月に要綱を改正しております。これま

では未成年者や介護が必要な方に限定しておりまし

た。それを取っ払いまして、基本的には医師の診断

があれば、全ての疾病で付き添いに対する助成を行

うこととしております。当然市町村がそれを認める

前提ではありますが、そういう形で要件を緩和して

おりますので、委員がおっしゃるような形での制限

は何ら設けていないという状況でございます。

○亀濱玲子委員 それでは各市町村の要綱にそれが

反映できるようにぜひ力をかしてください。必要な

宿泊費の回数、これを受け取れる回数を年２回から

もっとふやしていく―せっかくの県の予算が十分に

執行できるように、この対象である18市町村に対し

てしっかりと啓発して、みんなが平等に受けられる

ような環境を整えていただきたいと思いますが、い

かがですか。

○諸見里真医療政策課長 そこは一番重要な部分で

あると考えておりますので、今各市町村に意見交換

等で回っていると。また年に１度は市町村の皆様に

来ていただいて議論したいと。そのような中で、付

添人に対する助成についても緩和できていますので、

そういう形で定着できるような制度設計に向けて、

これから取り組んでいきたいと思っています。

○亀濱玲子委員 県議会において、宮古病院の血液

がん治療の充実を求める医師の確保や離島・僻地の

患者や妊産婦の経済負担を軽減するためのファミ

リーハウスの設置などの陳情は全会一致で採択され

ています。県議会でもそのような意思が示されてお

りますので、ぜひ具体的に支援につながるような協

議を重ねていって、これを改善していただきたいと

思います。

続いて、ハンセン病対策費について質疑します。

決算書の143ページですが、これは平成27年度、平成

28年度と予算が減らされていると思います。減らさ

れて行く中で執行率は80％という状況ですが、事業

の実施状況についてお聞きします。

○山川宗貞地域保健課長 ハンセン病対策費は３つ

の事業で構成されております。１つ目がハンセン病

療養所入所者家族援護費。２つ目がハンセン病回復

者等名誉回復事業。３つ目が県外療養者対策事業で

構成されております。

１つ目のハンセン病療養所入所者家族援護費は、

ハンセン病療養所の入所者が安心して療養に専念で

きるよう、入所者の家族で生活困難な世帯に対して

生活保護の基準に準じた生活援護を行っております。

２つ目のハンセン病回復者等名誉回復事業は、普

及啓発用のリーフレットの作成やパネル展を実施し、

正しい知識の普及啓発及びハンセン病回復者等の名

誉回復を図っております。また平成29年度からは県

教育庁と連携して、講演を希望する学校に対して、

回復者によるハンセン病問題から学ぶ人権啓発講演

会を実施しております。

３つ目の県外療養者対策事業は、県外ハンセン病

療養所で療養中の県出身者を対象とした里帰り事業

の実施や県外療養所への訪問交流を通してふるさと

の歴史や文化に触れてもらい、療養者の福祉の向上

を図っております。また平成29年度より離島出身の

県内療養者療養所入所者の里帰り事業も実施をして

おります。

○亀濱玲子委員 ことし、本当に長年の苦しみをな

かなか表に出さなかった沖縄県のハンセン病回復者

の会の皆様が県に要望書を提出しました。その流れ

で13の国立療養所、全国にいらっしゃる回復者の皆

様であったり関係者が集って課題を共有する全国の

ハンセン病市民学会というものが毎年全国で開催さ

れております。これには糸数統括監に回復者をテー

マとする分科会にパネリストとして出ていただいた

こともあります。現在、全国を見ても沖縄県はハン

セン病回復者がどこの県よりも多い県ですから、抱

えている課題も多いと思います。米軍統治下からの

ハンセン病政策の変遷等もありますから。そこで沖

縄県としてはハンセン病の回復者の抱える課題をど

のように捉えているのか、どのように認識されてい

るのかをお答えいただきたいと思います。

○山川宗貞地域保健課長 ハンセン病回復者の会か

らの要望は４つございます。１つ目に、退所者、非

入所者の医療介護等に関する回復者受診適用対策の
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整備。２つ目に、地域生活を支える相談、支援、同

行支援、交通支援体制の整備。３つ目に、ハンセン

病問題に関する啓発事業の強化。４つ目に、国への

働きかけや療養所の将来的な構成の取り組みという

ことになっております。県としましては、回復者の

定例会等に職員を参加させて、意見を伺っておりま

す。これまでの課題としましては、回復者の方たち

もかなり高齢化が進んできていて、病院とか医療と

かよりも少しずつ介護の関係がふえてきているとい

うことがありますので、そういう意見を踏まえて検

討していきたいと思います。

○亀濱玲子委員 学校への啓発はありがたいと思っ

ています。呼びかけてくださって、実施されている

ところはまだまだ少ないのですが、ぜひ人権学習と

いう観点から力を入れていただきたいと思います。

これからは医療支援、介護支援、高齢化を包括的

に支援していくシステムを厚労省と連携して確立し

ていただきたい。沖縄県は対象者がとても多いので、

必要なことだと思います。いかがでしょうか。

○糸数公保健衛生統括監 私も５月の市民学会に参

加をさせていただきまして、全国のいろいろな状況

を確認することができました。その中のテーマとし

て対象者の皮膚の治療を初めとする医療の体制の整

備。それから介護に当たっての支援員をどうするの

かということで、高齢の回復者をどう支えていくか

というような、さまざまな問題が取り上げられてお

りました。

国との連携について地域保健課長からもお答えさ

せていただきましたが、対象者からどういうサービ

スがいいのかという意見を聞いてみて、もう少し整

理したほうがいいのかということがあります。協議

会のような形にするのかどうかは別にしても、当面

はその代表の方や対象者の方との意見交換の場をふ

やしていく。先ほどもあった定例会に県の担当者を

参加させること。またいろいろな協会との関係とか

というものもありますので、代表の方や対象者の方

と意見交換を行い、どういう形が望ましいのかとい

う意見を聞き取りながら、今、国が用意しているメ

ニューなども把握しながら検討していきたいと思い

ます。

○亀濱玲子委員 今、保健衛生統括監がおっしゃる

ように、課題の整理をしていくために当事者と協議

する場というものがまず必要です。保健医療部長も

その必要性を感じるとおっしゃっていたと思います。

まだまだ根深いハンセン病への差別をなくしていく

ために、当事者が何を求めているのかということに

ぜひ向き合っていただきたい。ぜひ協議会の場を設

置していただきたいと思いますが、いかがでしょう

か。

○糸数公保健衛生統括監 協議会の設置についても

大事なテーマだと思っております。回復者の会と今

いろいろなところで顔を合わせる機会もありますの

で、意見交換はどういう形がいいのかということに

ついて、引き続き検討していきたいと考えています。

○亀濱玲子委員 回復者は高齢化が進んでいる状況

ですから、ぜひ前向きに、早期に検討の場としての

協議会を設置していただくことを要望します。

次に、県立病院の取り組みについて各病院長から

それぞれの課題を伺って、労働基準監督署による是

正勧告というものについて、どの病院もこれに取り

組んだことがわかりました。各病院が診療科をきち

んと充実させて、スタッフも充実させることによっ

て経営の健全化に向かっていただきたいという立場

で質疑いたします。各病院の休診科、あるいは診療

制限の状況について伺います。また、19の診療所の

状況についてもお答えください。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 医師について

は平成30年10月１日現在で、定数400名に対して現員

が391名となっております。派遣医師が10名、嘱託医

師は36名で補充し、診療に影響を及ぼさないように

対応しております。

医師不足の原因としては、大きな要因が２つある

と言われております。１つ目は、医師が主に都市部

に集中するような偏在の問題。もう一つは人気の科

に集中する診療科の偏在の問題があります。一方で

医師、看護師等の医療スタッフは、働きやすい環境

とともに交通アクセスの利便性や子供の教育環境、

商業施設の豊富さなども重視することから、特に北

部地域、宮古地域、八重山地域においては医師確保

が難しい状況となっております。

病院事業局におきましては、これまで行ってきた

県立病院臨床研修事業による、医師、専門医の育成

に一層力を入れていくとともに、県内外の大学病院

や人的ネットワークを活用した医師派遣要請を行う

ほか、民間委託業者やホームページを活用した医師

募集の情報発信を絶えず行っていく所存であります。

○末松文信年長委員 休憩いたします。

（休憩中に、亀濱委員から各病院における休

診と診療制限の状況について答弁するよう

指摘があった。）

○末松文信年長委員 再開いたします。

田仲斉病院事業総務課医療企画監。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 大変失礼いた

しました。
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平成30年10月１日現在、医師不足により外来診療

を休止している診療科は、眼科が北部病院、中部病

院、八重山病院の３病院。泌尿器科が南部医療セン

ターとなっております。

外来の診療制限を行っているところとしては、北

部病院が産婦人科、外科、腎臓内科となっておりま

す。北部病院の診療制限の内容としましては、産婦

人科が分娩件数を制限していること。また外科の救

急外来の夜間の受付を制限しています。あと腎臓内

科で新規の透析患者の制限を行っております。

○末松文信年長委員 休憩いたします。

（休憩中に、亀濱委員から診療所における休

診と診療制限の状況についても答弁するよ

う指摘があった。）

○末松文信年長委員 再開いたします。

田仲斉病院事業総務課医療企画監。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 県立附属診療

所は充足しております。

○亀濱玲子委員 この医師不足の対応についてもっ

と力を入れていただきたいと思うのです。各病院長

のお話を聞くと、とても努力をなさっているのです

がいたし方ない状況です。本当に県立病院は県民の

命のとりでであると思っています。政策医療を推進

するに当たっては、不採算医療も担っていくことが

当然でありますし、一般会計からの繰り入れがあっ

たとしても、やはり予算や人員の不足が生じてはい

けないと思います。ぜひ医師あるいはスタッフの充

足ということについては、しっかりと取り組んでい

ただきたいと思います。いかがですか。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 先ほども申し

上げましたが、医師不足の原因としては、地域の偏

在、診療科の偏在というところが大きいと思います。

また医師、医療スタッフの生活環境、子供の教育環

境という複雑な問題もあり、なかなか病院事業局だ

けでの解決が難しいところもあります。特に北部地

域、宮古地域、八重山地域では、このようなハンデ

があります。しかし先ほどからありますように、県

立病院は研修医を育てて、そこから医師を派遣する

というスタイルをとっております。一人前の医師を

育てるためには、指導医ということを重要視してい

ますので、指導医を育てる、そのためのインセンテ

ィブを与える。留学をさせるとかといったところで

充実を図っていきたい。いろいろなネットワークな

どを使って、これまで以上に県内外の大学や病院か

ら多くの医師を派遣していただけるように取り組ん

でいきたいと思っております。

○亀濱玲子委員 ぜひこれに力を入れて、医師、ス

タッフを確保して、充実させていただきたい思いま

す。

沖縄県病院事業会計決算審査意見書の６ページの

会計事務について是正・改善を要する事項で、各種

手当等において不適切な事務処理が行われたという

ことが指摘されています。これについての説明をお

願いします

○山城英昭病院事業経営課長 主な会計事務の指摘

に関しましては、支払い遅延、契約書類の不備、支

出負担行為書の作成の遅延、手当の過不足払い、未

収金等がございます。

○亀濱玲子委員 続いて、同じく６ページです。こ

れは決算特別委員会でも指摘されてましたが、「その

他流動資産」のうち、6000万円の内容が明らかでは

ないということについての丁寧な説明を求めたいと

思います。

○山城英昭病院事業経営課長 病院事業会計の貸借

対照表中、「その他流動資産」に平成26年度から計上

されている6500万円のうち、6000万円についてはそ

の計上の経緯や内容が明らかでないことが指摘され

ております。その経緯ですが、指摘の内容等につき

ましては、平成26年度の会計基準の変更に伴い、そ

れまでの財務会計システムから新システムに移行し

た際の誤りによるものとして、現時点では推定して

いるところでございます。新会計システムの移行時

の仕訳誤りによるものであると断定された場合には、

修正処理を行う必要がありますので、引き続き精査

の上、適切に対応したいと考えております。

○末松文信年長委員 休憩いたします。

午前11時49分休憩

午後１時10分再開

○末松文信年長委員 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 まず、病院事業局に質疑します。

看過できない未収金についてお聞きしたいと思い

ます。これまでの累積分を踏まえても、毎年のよう

にこれだけ未収金が出るということは根本的な対策

ができていないのではないのかと推察しています。

それについて、当局で明確な発生防止策というもの

を考えているのなら、お聞きしたいと思います。

○山城英昭病院事業経営課長 未収金の発生防止策

といたしまして、高額療養費制度や出産一時金直接

払制度等の社会福祉保障制度の案内。クレジットカー

ド及びコンビニ支払い等の導入による支払い方法の

多様化。入院における連帯保証人２名の徹底。退院

日事前通知の徹底による入院費の準備期間の確保。
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納付相談。未収金担当者や窓口職員、地域連携室の

メディカルソーシャルワーカー及び市町村との連携

などを行っているところでございます。

また未収金が発生した場合の対応につきましては、

文書、電話、訪問による催促の実施。住所不明者の

市町村への住所調査や戸籍調査の実施。毎年11月の

未収金対策強化月間の実施。悪質と認められるもの

など一定の条件を満たす債務者に対する支払い催促

や支払い催促に応じない債務者への強制執行などが

あります。

さらに北部病院では法律事務所にお願いして未収

金回収業務等を実施しており、平成29年度からは中

部病院、宮古病院においても同様に実施していると

ころでございます。

○比嘉京子委員 このような対策をとっていても、

現在の結果であるということで、このような状況に

対して、どうしていくのかということを聞いている

のです。

○山城英昭病院事業経営課長 未収金の対策につき

ましては、先ほど述べたところであり、現在その業

務に係る人員の増等を図っているところでございま

す。なお一層、未収金の対策に関しましては強化を

図っていきたいと考えております。

○比嘉京子委員 午前中にも強化月間があるという

説明がありましたが、12カ月全てを強化月間にしな

いといけないと思うのです。やはりマンパワーの不

足があるのではないのかと。それで100床当たりの事

務職について全国と比較すると、本県は２分の１な

のです。ですから人手が必要であり、それぞれのポ

ジションに人をふやしていかないとこれは解決でき

ないのではないかと思っています。いかがですか。

○山城英昭病院事業経営課長 現在、未収金の担当

者については他の業務と併任しながら、未収金業務

に当たっているところでございますが、状況を見定

めながら専任職員の配置についても検討していきた

いと考えております。

○大城清二病院事業総務課長 比嘉委員の御質疑の

中でマンパワーが不足しているのではないかという

ことでございますが、これにつきまして監査のとき

にも事務職が不足しているのではないかという御指

摘を受けているところでございます。病院事業局に

おきましては、平成29年度に精和病院を除く５つの

県立病院において、事務職を各１名ずつ増員したと

ころでございます。

また、病院現場からの職員の増員要望につきまし

ては、ヒアリングや現場調査等を行った上で、その

必要性や緊急性、それから人材確保の見通しなどを

勘案した上で、関係部局と協議を行っているところ

でございます。ただし、知事部からは現在病院事業

について大分経営が厳しい状況にございますので、

経営面に与える影響といった面を特にチェックした

上でクリアするよう指摘されており、なかなかこれ

がクリアできないということで、今、調整が難航し

ている部分がございます。

○比嘉京子委員 皆さんの定数について質疑します。

沖縄県病院事業会計決算審査意見書の12ページにあ

る条例定数が昨年156名増員されましたが、この156名

は今、現場にいるということですか。

○金城聡病院事業統括監 同意見書の12ページにあ

るとおり、定数は平成29年度と平成28年度の条例改

正の増で156名の増となっております。これはことし

２月の県議会で条例改正が認められ、増員になった

ものであります。これはいわゆる労働基準監督署の

是正勧告の中で医師が長時間労働になっていると。

いわゆる当直という名のもとに労働を提供し、これ

が長時間労働になっており、過労死ラインを超えて

いるという例も指摘されています。それを踏まえて、

156名の医師職の確保を図ろうと。それによって、当

直と呼んでいた業務を正規の勤務時間として処理す

る職員を配置するという意味で医師の数が156名配置

されたということであります。

現在、定数は156名という形で確保されていますが、

各病院において変形労働時間制を導入するための検

討を行う予定になっております。実際、病院事業局

長が定めた導入手続に関する要綱に基づいて、各院

長のもとで各診療科の当直勤務のあり方を正規の勤

務時間で処理する職員を配置するという形の勤務形

態をとるという、その診療科の医師の全ての総意の

もとに変形労働時間制をしくことが決まりますと、

病院事業局長から、その定数を各病院に配置いたし

ます。その配置された定数に基づいて医師を任用し、

当直と呼ばれる時間も正規の勤務時間として処理し

ていくという形になっています。現在はまだ各病院

で検討している段階で、具体的に156名に相当する職

員として任用された医師はおりません。

○比嘉京子委員 医師は１人で診療するわけではあ

りませんので、このための医師を確保すると。今い

る医師だけではなく足りない医師も含めて、チーム

医療としてさまざまなスタッフが必要になってきま

す。それによって初めて収益が上がると思うのです。

この件は置いておくとして、全国で見ると100床当た

りの事務職の割合が12名だとすると、沖縄県は６名

です。そのことも踏まえて、これだけの億単位の未

収金を出しているということは、やはり抜本的に対
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策を練らなければいけないと思うのです。そういう

ことを考えずに今、収支の問題を語ることはおかし

いのではないのかと。やるべきことができていない

のではないのかというような議論にもなると思うの

です。それについてことしどのような防止策を練っ

ていくのか。そのことについてプランがあるのかお

聞きしたいと思います。

○金城聡病院事業統括監 平成29年４月時点で、精

和病院を除く５病院に事務職を１名ずつ配置したと

ころです。これは事務部の事務を再編成して、それ

ぞれが担う事務を効率的に執行するための体制をし

いて、いわゆる未収金対策にもできるだけ業務を専

任することができるような体制のもとで１名を増員

しています。また平成30年４月に宮古病院、八重山

病院、北部病院について３名を、特に給与事務を強

化するという目的のもとに配置しております。その

給与事務を配置し、給与事務を従前やっていた職員

が給与事務とそれ以外の業務を兼務する形を解除し

て専任する形で未収金対策に充てられるようにとい

う形で業務の効率化もしくは専任化という形で組織

体制、執行体制を整備しているところでございます。

具体的にそれがいつごろ効果が見えるのかというこ

とについては、今後の取り組み次第であると思って

います。

○比嘉京子委員 １人で億単位の未収金を回収する

ということは不可能に近い話で、専任職員を何人置

くのか、あるいは委託をするのかも含めて、やはり

これは本腰を入れて取り組んでいただきたいと思い

ます。これからの議論はそこを前提として行います。

以前からよく話題になりますが、繰入額の根拠に

ついてお聞きしたいと思います。果たして、この繰

入額が妥当であるのかどうかです。やはり病院事業

局は人でもって収益を上げる部署になるわけです。

人がいないと利益が上がらないところなのです。で

すから行政改革と全く真逆の発想がないといけない。

今のように総務部の人事課あたりで、見通しがなけ

れば人をふやしてはいけないとかということではな

くて、病院事業局が本当に独自に自分たちはこれだ

けの人員が必要であり、それによってできるのだと

いうことの根拠を示していかないと、これはなかな

か改善できないと思うのです。いかがですか。

○金城聡病院事業統括監 委員の御指摘はよく理解

できるところです。その考えに基づいて総務部と折

衝しているところもあります。しかし、病院事業は

いわゆる労働収益の産業ということで、人の労働力

を使ってサービスを提供していく業態だと思います。

その中では収益を生む職もあり、逆にそうでない職

もあったりします。ただし、そういう場合には総合

的かつ有機的に連携することによって、病院事業の

目的は達成されるという考えのもとで総務部には折

衝しているところでありますが、総務部的な思考と

いうと変ですが、定数条例を管理するという立場に

おいては、いわゆる定数をつけるとその職員を定年

に達するまで雇用するという責務が沖縄県には生ま

れます。その中でその職がどのくらいの、公務貢献

という言い方も変ですが、公務に貢献するかという、

彼らの見方では収益という形になると思います。た

だし、病院事業はいろいろな職の総合的かつ有機的

な連携で県民の医療を守っているという意味から考

えると、総合的な力で収益を生んでいるということ

を総務部に説明していくことが今後必要なのかと

思っています。

今、南部医療センター・こども医療センターや中

部病院で原価計算を入れておりますが、原価計算シ

ステムを踏まえて、どこに不効率な部分があって、

どこを改善すれば収益がより上がるのかというとこ

ろを見きわめながら、いろいろな業種による医療提

供というもので収益を生んでいく病院事業を目指す

べきであると思っています。

○末松文信年長委員 休憩いたします。

（休憩中に、比嘉委員から繰入額の算定根拠

について答弁するよう指摘があった。）

○末松文信年長委員 再開いたします。

金城聡病院事業統括監。

○金城聡病院事業統括監 先ほどの答弁について若

干認識に誤りがありました。委員が繰入金の根拠に

ついて質疑しているのであれば、一般会計からの繰

り入れについては、地方公営企業法に基づく繰り入

れという部分と、その法に基づかないいわゆる補助

がございます。法に基づく繰り入れについては、地

方公営企業法第17条の２第１項第１号の条文で、地

方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが

適当でない経費という部分になりますが、それが収

益的な部分で８億4700万円、資本的な部分で389万円

ぐらいで、合わせて８億5108万4000円となっており

ます。また同法第17条の２第１項第２号は、地方公

営企業の性質上、能率的な経営をもって、なおその

経営に伴う収入に充てることができない、客観的に

困難であると認められる経費になっております。そ

の費用について収益的収入部分が24億7600万円強、

資本的な部分で14億9000万円強で、合計39億6804万

9000円となっております。

あと、同法第17条の３の規定があります。これは

必要がある場合には、一般会計または他の特別会計
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から地方公営企業の特別会計に補助をすることがで

きるという規定になっています。それに基づく補助

が収益的な部分で11億5000万円強、資本的部分で

1700万円強で、合計11億7100万4000円となっており

ます。それとは別に、平成29年度については特別利

益、労働基準監督署の是正勧告に対応するために繰

り入れという形で一般会計からいただいています。

その特別利益に係る収益的部分が４億5881万3000円

となっております。

補助、法に基づく繰り入れ以外の補助事業による

繰り入れが収益的な部分で５億7000万円強、資本金

で9937万円強で、合計６億7408万9268円ですので、

一般会計からの繰入金の総額は71億2303万9268円と

なっております。

○比嘉京子委員 根拠というように質疑したので、

そのような答弁になったのかと思います。結局、総

務省の基準などに基づく繰り入れの試算は幾らにな

るのですか。

○山城英昭病院事業経営課長 総務省における繰り

出しの規準において繰入金の基本的な考え方が示さ

れております。でも具体的な積算方法については示

されておりません。このため各地方自治体において、

一般会計と病院事業会計との協議により定めたルー

ルに基づき繰り入れが行われているという状況でご

ざいます。

総務省における繰り出しの規準に沿って一般会計

が病院事業会計に対して操り出しを行ったときには、

その一部について地方交付税等において考慮されて

いるようですが、病院事業局はその額について把握

していない状況でございます。

○比嘉京子委員 病院事業局はこれについてはしっ

かりと総務省の基準に基づく繰入金の額が幾らなの

かを確認すべきです。それが基本にあって、どれだ

けの分をそれに上乗せしてもらっているのか、ある

いは上乗せしてもらっていないのかを含めて把握す

べきであると思います。

それでは角度を変えて質疑します。病床１床当た

りの繰入額が全国平均と大きく違っています。その

違いについて示してください。

○山城英昭病院事業経営課長 平成29年度決算にお

ける繰入金は、許可病床数2225床で割ると１床当た

り320万1000円となります。公表されている最新デー

タである平成28年度地方公営企業年鑑に基づき、許

可病床１床当たりの全国平均比較を行いますと、全

国平均555万8000円に対し、本県は299万1000円で、

全国第30位の額となっております。

○末松文信委員長代理 休憩いたします。

（休憩中に、比嘉委員から病床１床当たりの

繰入額が全国平均を下回っている理由につ

いて答弁するよう指摘があった。）

○末松文信委員長代理 再開いたします。

山城英昭病院事業経営課長。

○山城英昭病院事業経営課長 １床当たりの繰入額

は、繰入額を病院の病床数で算出することとなって

おります。病床数は、繰り入れ対象となる政策医療

分だけではなく、一般医療分も含めた全病床数を用

いている状況でございます。一方、一般会計からの

繰入金は、救急医療及び高度・特殊医療等の不採算

となる政策医療に対して行われるもので、繰入金の

状況を他県と比較するためには、他県における一般

医療と政策医療の傾向などの診察体制を明確にしな

いと、一概にその多寡を比較することはできないも

のと考えております。

本県において１床当たりの繰入額が少ないのは、

全病床に占める繰り入れ対象となる政策医療の割合

が他県よりも低く、繰り入れ対象とならない一般医

療の割合が高いことが一つの要因であると考えられ

ます。このような診療体制となっているのは、歴史

的背景から他県に比べて市町村立の病院が著しく少

なく、総合病院としての県立病院を中心に医療提供

体制が形成されてきたことが大きく影響しているも

のと考えます。

○比嘉京子委員 今の答弁で、確かに１ベッド当た

りの費用だけでは比較ができないことはわかりまし

た。それでは突き詰めて、政策医療について病院ご

とに１年間で幾らだった、救急医療は幾らだったと

いうことを細かく試算し、この数字は妥当であると

病院事業局は認識されているものと理解してもいい

のですか。

○金城聡病院事業統括監 御指摘の趣旨については、

病院事業局内でもかなり前から検討すべきではない

のかという意見もあります。ただし、それを分析す

るためのデータというか、客観的に公表されている

ものが今のところございません。ですから委員がおっ

しゃるように、全ての市町村立や都道府県別の病院

が政策医療と一般医療の分がどの程度になっていて、

それと本県の県立病院を比較した場合にはどうなる

のかということについては今後検討すべき課題とし

て認識しております。しかし、それを分析するため

のデータがなかなか見つからないということが現状

でございます。

○比嘉京子委員 200万円もの差があるという中で、

病院事業局が検討を怠っているということは、正規

にいただけるはずの繰入金をみずから低めている可
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能性があるということなのです。それがマンパワー

の不足によるものなのか、やる気がないのかはよく

わかりませんが、現場のやる気をそぐような本庁の

あり方についてはおかしいと思います。同意見書の

８ページにそのことが書いてあります。これを見る

と、沖縄県内の病院に占める県立病院の割合の高さ

が7.4％というものと、同じく全国の割合を比較して

考慮したものは繰入額にどのように反映されている

のですか。

○山城英昭病院事業経営課長 御指摘の内容につき

ましては、沖縄県内の医療機関に占める県立病院の

割合については施設数で見ると7.4％で、同じく全国

平均では2.4％となっております。同じく病床数で見

ると本県は11.9％で、全国平均は3.5％となっており、

全国平均に比べて高い傾向にあります。また、県立

病院が本県の国公立医療機関の大部分を占めている

状況を踏まえたものであると理解しております。先

ほどおっしゃった積算の根拠等については、現在こ

ちらでは把握していない状況ですので、今後そのこ

とについては検討させていただきたいと思います。

○比嘉京子委員 次に、離島増嵩費についてお聞き

します。離島増嵩費は必要経費であると認めた前病

院事業局長時代には、たしか半額を認められたとい

う記憶があります。現在の離島増嵩費はどれぐらい

でしょうか。宮古病院長と八重山病院長にお聞きし

ます。

○本永英治宮古病院長 宮古病院の離島増嵩費は、

平成29年度で１億3600万円ぐらいです。これは前年

度などと比べると、若干落ちてきています。さまざ

まなことを考慮すると、あと2000万円ぐらいは必要

なのかもしれません。

○篠崎裕子八重山病院長 平成29年度における八重

山病院の離島増嵩費は約１億4000万円です。平成

24年度から、繰出基準外としての増嵩費が計上され

ていますが、そのときの２億円と比較すると大分低

いのではないのかと思っています。

○比嘉京子委員 両院長にお願いしたいのですが、

本当に幾らかかっているという数字を持っていてほ

しいと思います。現在の金額で十分なのか、そうで

ないのかということをしっかりと伝えていただきた

いと思うのです。以前に質疑したときに、３億円か

４億円という答弁だったと覚えているのです。八重

山病院は４億円であると当時の八重山病院長がおっ

しゃっていたと思います。そのときに伊江前病院事

業局長は、その半額の２億円をやりましょうという

スタートラインに立ったのですが、今聞くと年々減

らされているのが実態ですね。つまり収支のところ、

黒字か赤字かという話をしているときに、入りのと

ころでチェックしているわけなのです。そうであれ

ばこの入りのところが本当に妥当なのかどうかとい

うことを、それぞれの病院が把握していくことが大

事ではないのかと思うわけです。

もう一つ、消費税についてはいかがですか。消費

税は加味されていますか。

○山城英昭病院事業経営課長 現在、消費税に関し

ては繰り入れの対象とはなっておりません。消費税

の負担につきましては、医療機関における控除対象

外消費税の問題であると理解しておりますが、この

件に関しましては、公立や民間を問わず、医療機関

共通の問題であり、全国自治体病院協議会や日本医

師会が、国に対して消費税制度の改善について要望

しているところでございます。病院事業局といたし

ましては、こうした関係団体の取り組みに協力する

とともに国の動向を注視してまいりたいと考えてお

ります。

○比嘉京子委員 やはり医療費が収入を超えている

と。先ほどオプジーボの話もありました。やはり診

療報酬が改定されていかないで費用だけが加算され

ていったらどうなるのかという話だと思うのです。

この話については今後も進めていただきたいと思い

ます。

次に、71億円台の繰入額というものが本当に妥当

なのかどうかということで、病院事業局が本当にそ

の金額でいいのかというところについてしっかりと

した根拠を示せていないところに大きな問題がある

と思うのです。病院事業局長、いかがですか。

○我那覇仁病院事業局長 歴史的に見ると、繰入金

は幾分増加している傾向にあると思います。平成

30年度は71億円であると。先ほど１床当たりの繰入

金を全国と比べると200万円ほど少ないと。これにつ

いては先ほど御説明したように、やはり沖縄県の医

療提供と全国の医療提供が異なっていることによる

もの考えています。しかしながら、特に離島・僻地

においては、幾ら１次医療でもそれがないと地域の

住民の健康を守れないということですから、１次医

療に関しても、やはりその地域に一つしかない病院

に関しては繰入金の対象になるというような考え方

が必要なのではないのかと思います。繰り入れの基

準に関しては、先ほど総務省からのものが大きく分

けて３つあると言いましたが、我々が要求できる項

目についてもう少し精査する必要があるのではない

のかということで、積算の仕方とか、今、総務部な

どにこれが妥当なのかどうかということで話をして

います。個人的な考えとしては、やはり繰入金につ
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いてはもっと要求してもいいのではないのかと考え

ております。どういったものが繰入金になるのかと

いう具体的なデータを我々が持っていないというこ

とを先ほどから委員が御指摘なさっているように、

それについては我々が今後分析していかなくてはい

けないのかと思います。その一つに原価計算のツー

ルがありますので、繰入金の対象になっているのか

どうか―小児医療はどうか、救急医療はどうかとい

うことを今後分析していけると思いますので、そこ

ら辺を検討しながら、適正な繰入金というものを出

していきたいと考えております。

○比嘉京子委員 同意見書の16ページにいみじくも

書いてあるのです。財政当局と交渉したら、標準財

政規模にしたら妥当だ、かえって多いと言うのです。

そうではなくて、これだけの離島を抱えているとい

うことと同時に不採算の医療を抱えているというこ

となのです。財政当局と病院事業局がぜひ意見交換

してほしいと思っていることは、本県の県立病院の

機能や役割とは何かということをお互いでしっかり

と話し合ってほしい。これだけの医療を任せるので

あればこれだけ必要なのだということをしっかりと

言える関係です。財政当局はいつも財政規模に比べ

るとと言うのです。しかし、財政規模というものは、

全国規模なのです。でも沖縄県のありようというも

のは、全国と比較できないさまざま要因があるので

す。それをどのようにして加味するのかというしっ

かりとした意見を病院事業局が持ち合わせているの

かどうかによって、現場のモチベーションが下がる

というようなしわ寄せが来ることを非常に懸念する

わけです。そういうことで、病院事業局としても繰

入金の算出の根拠についてもう少ししっかりと取り

組んでほしいと思っています。

もう一点、主要施策の成果に関する報告書の

118ページ、健康づくりボランティア養成・活動支援

強化事業についてですが、今後の見通しについてお

聞きしたいと思います。

○宮里治健康長寿課長 健康づくりボランティア養

成・活動支援強化事業につきましては、市町村にお

ける健康づくりボランティア、いわゆる健康づくり

推進員や食生活改善推進員等の養成及び活動支援に

対して、その経費の２分の１を補助するという事業

であります。平成29年度の実績としては、10市町村

に補助したところであります。今後の見通しについ

ては、事業を始めるに当たっては、県内全41市町村

に対する補助を想定して予算を組んでいたところで

すが、平成29年度は10市町村と、県が想定したもの

よりも活用が少ないという状況でありました。これ

について市町村に話を聞いてみますと、なかなかボ

ランティアの養成講座に人が集まらないと。また、

実際に活動している方々が高齢化しているというこ

とで、これをふやしていくということがなかなか厳

しい状況であるということを伺っております。

県としても地域の健康づくりについては、地域に

おけるボランティア活動が非常に重要であると考え

ております。ですから市町村との意見交換をさらに

密にして、どのようにボランティアを養成し、これ

をふやしていくのかということを市町村と一緒に

なって、その仕組みについて検討していきたいと考

えているところでございます。

○比嘉京子委員 それは人口比に対するものなのか、

それとも世帯数に対してのものなのか。ボランティ

アを１人養成するとしても、市町村にでこぼこが生

じないように、県として計画を立てていただければ

と思います。

○末松文信年長委員 平良昭一委員。

○平良昭一委員 主要施策の成果に関する報告書の

115ページ、みんなのヘルスアクション―健康長寿お

きなわの復活について伺います。私も含めて沖縄県

の男性陣はかなり寿命が短くなっています。女性の

状況も余りよくないということです。現在、本県は

全国的に見てどれくらいの順位になっていますか。

○宮里治健康長寿課長 昨年12月に公表された沖縄

県の平均寿命については、平成27年度調査の状況で

すが、男性が80.27年、女性が87.44年でした。これ

を５年前と比べてみますと、男性が0.87年、女性は

0.42年伸びてはいたのですが、全国の順位を見ます

と男性が30位から36位に下がっております。やはり

女性も３位から７位に順位を下げている状況です。

○平良昭一委員 最近これについてはラジオやテレ

ビのコマーシャル等でかなりアピールしています。

非常にわかりやすくて、大変いいなと思いますが、

果たしてそれがどこまで浸透しているのかというこ

とについては少し疑問があるのです。でも非常に頑

張っているという評価をしたいのです。これについ

ては今後も期待したいと思いますが、長寿県沖縄を

復活させるための意気込みをお聞きしたいと思いま

す。

○宮里治健康長寿課長 先ほども答弁したとおり、

沖縄県の平均寿命は延びています。しかしながら、

全国での順位は下がっていっているという傾向があ

ります。それにつきましては、やはり働き盛りの年

齢調整死亡率が全国平均を上回っていることがあり

ます。また成人の肥満率の割合が相変わらず全国よ

りも高いということ。さらにアルコール摂取を原因
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とする肝疾患の死亡率が全国の２倍であるという状

況があります。そういった状況を踏まえまして、現

在県といたしましては特定健診、がん検診の受診率

の向上、肥満の改善、アルコール対策について重点

課題として取り組んでいるところです。具体的には、

特定健診やがん検診の受診についてとか、節度ある

適度な飲酒の普及とかについてテレビやラジオ等で

の広報活動を行っているところであります。また子

供のころからの健康づくりも重要ですので、子供の

ころからの健康的な生活習慣を習得するための健康

づくり副読本を配布して、学校で活用してもらって

いるところです。また働き盛りの問題について、事

業所が行う健康づくりへの支援や表彰制度を設けて、

これに取り組んでいるところです。さらに体制づく

りとしては健康長寿おきなわ復活県民会議を設置い

たしました。これは医療機関、行政機関、経済団体、

マスコミ等の約70団体で構成されており、官民一体

となった施策の推進体制を構築しております。

県といたしましては、沖縄21世紀ビジョン基本計

画に掲げる、心豊かで安全安心に暮らせる島の実現

を目指しまして、健康長寿復活に向けて、引き続き

取り組んでいきたいと考えております。

○平良昭一委員 ぜひ頑張ってください。せめて、

男性も20位以内にまで入っていけるように、ともに

頑張っていきましょう。

平成28年度の新規事業である離島災害時等給水対

策事業について伺います。これは海水淡水化装置の

導入であると理解しておりますが、実際にそうです

か。

○玉城宏幸衛生薬務課長 県では、離島地域におけ

る渇水に伴う給水制限の実施、災害事故等が発生し

た場合の応急給水への対応等に備えるため、平成28年

度に沖縄振興特別推進交付金を活用し、可搬型海水

淡水化装置を２台導入しております。

○平良昭一委員 この２台は離島に置いたというこ

とですか。

○玉城宏幸衛生薬務課長 ふだんは県企業局の北谷

浄水管理事務所に置かれています。

○平良昭一委員 離島に置いたのかと聞いているの

です。これは離島に持っていったのですか。

○玉城宏幸衛生薬務課長 平成29年度に渇水になっ

た座間味村へ同装置が１台貸与されています。今年

度、残りの１台は現施設の修繕の間の浄水能力を補

完するために粟国村に置いてあります。

○平良昭一委員 要は、企業局が所有している可搬

型海水淡水化装置は、衛生薬務課を介して緊急的に

対応をしていくということで理解していいのですか。

○玉城宏幸衛生薬務課長 そのとおりです。導入に

当たっては一括交付金を活用して、補助金という形

で企業局に購入していただいて、活用は渇水などの

災害等が起こった場合に、被災したところからの要

請に基づいて企業局が貸し出すということになりま

す。

○平良昭一委員 どうしても水源がない離島は、こ

としもかなりの渇水がありましたが、衛生薬務課と

すれば、こういう対応を今後もやっていくというこ

とで理解していいのですか。

○玉城宏幸衛生薬務課長 本県はかつて頻繁に渇水

が起こって給水制限を行っていました。しかし、沖

縄本島では平成６年３月２日以降、給水制限は行わ

れておりません。しかしながら水源に恵まれない離

島においては、現在でもたびたび渇水が起きて給水

制限が行われている状況であります。

直近では座間味村で平成30年６月４日から６月

17日までの間、給水制限が行われております。そう

いった給水制限が行われるという事態になったとき

に、恐らく離島中心になると思うのですが、沖縄本

島周辺の村等の渇水時における要請があれば、可搬

型を設置して造水することになると思います。

○平良昭一委員 担当部署が違いますので、皆さん

は余りこういうことには詳しくないと思うのです。

この北谷浄水管理事務所ですが、コスト面から見る

とかなりかかると聞いています。その辺はわかりま

すか。

○玉城宏幸衛生薬務課長 所管については企業局に

なります。以前、企業局に情報収集し、聞いたこと

ですが、それについて少し報告させていただきます。

平成29年度における北谷町にある可搬型ではない海

水淡水化施設の造水コストについては、１立方メー

トル当たり315円66銭かかるということでございま

す。平成29年度の沖縄県企業局の給水原価、全体と

しての給水原価が１立方メートル当たり99円46銭と

いうことですので、海水淡水化にかかる造水コスト

は非常に高いということがわかると思います。

○平良昭一委員 河川、湧き水や地下水がない離島

がかなりあるものですから、これはいい制度かなと

思ったのです。315円と99円とこれだけ違うのであれ

ばこれは問題であると思います。今後、上水道の広

域化も含めながら行っていくとは思いますが、水源

がないところについては、やはり細心の注意を払い

ながらやっていくべきであると思います。その辺は

きょうよくわかりましたので、またこれから検討し

ていきましょう。

次に、はしかの対策について質疑します。いわゆ
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る麻疹のウイルスの件です。全国の状況が報道され

ています。現在、県内の状況はどのようになってい

ますか。

○山川宗貞地域保健課長 本年３月から５月にかけ

て、外国人観光客を発端としたはしかが流行し、全

体で101名の患者が報告されたということが沖縄県の

状況でございます。そのうち男性が60％で女性が

40％。年齢別に見ると66％の方が20代から40代の方

であるということで、大人がかかる病気になってお

ります。

続いて、風疹です。本年９月ごろから話題に上っ

ていますが、本年７月下旬以降、首都圏の東京都や

千葉県を中心に風疹が流行しております。10月24日

現在で、全国で1486名の患者が報告されております。

本県におきましては、10月以降に患者が確認されま

して、10月26日現在で、７名の患者が報告されてい

ます。患者はいずれも20代から50代の成人で、男性

が５名、女性は２名になっております。

○平良昭一委員 20代から40代の方が多いというこ

とについては、何が原因なのですか。

○山川宗貞地域保健課長 やはり予防接種が行き届

かない世代というものが20代から40代、また50代ぐ

らいの方たちが該当するということです。また１回

予防接種を受けている方でも、やはり10年から15年

たってくると予防接種の効果が薄れてしまって、免

疫力が落ちているという形になっております。当然、

予防接種で予防することは大事なことなのですが、

できれば２回打っていただきたいということで、県

では子供たちへの２回接種というものを実施してお

ります。そういう意味では、20代以下の人たちは守

られているということになります。

○平良昭一委員 そうなると、いわゆるワクチン接

種を受けていない時期の方々がいるということです

か。20代から40代までというものはそういう制度的

なものだったのですね。

○山川宗貞地域保健課長 そのとおりです。県では、

現在20代から40代ぐらいの方たちに対して、予防接

種を呼びかけてはいるのですが、１万円ぐらいの自

己負担がありますので、それが少し障害になってい

るということになります。

○平良昭一委員 県議会に来る際にラジオを聞いて

いたのですが、そのときに予防策についてはかなり

慎重に行わなければいけないと。罹患しているよう

な状況でそのまま病院に行ってしまうと逆にうつし

てしまうということで、何か接触歴や現在の症状な

どから、最寄りの医療機関などに電話してから病院

に行くようにというようなことを言っていたのです。

それくらいこの感染率はすごいものなのですか。

○山川宗貞地域保健課長 感染率について見ると、

はしかと風疹は少し違います。はしかはかなり強力

でありまして、空気感染で起こりますので、やはり

１人の患者さんから予防接種をしていない人たちに

は20人くらいにうつしてしまうのではないかと言わ

れています。たしか95％の人たちが予防接種を受け

ていると、流行はほぼとまるだろうということです。

一方、風疹は飛沫感染なのでインフルエンザと一緒

です。ですからマスクをしていれば、ほかの人たち

にうつすことがかなり防げますので、県としてはせ

きをなさる方はやはりマスクをして受診をしていた

だきたいと考えております。

○平良昭一委員 よく妊娠している女性の方々に対

する注意喚起をしています。しかし、逆に旦那さん

が無防備な形の中で感染させてしまっているような

状況もお聞きします。実際に女性の方々はかなり慎

重になっているのかもしれませんが、逆に男性は私

も含めて、これについて初めて聞くものですから、

こういうことを意識して、関心を持たせるようにし

ないといけないと思います。その辺の対応策につい

て考えていることはありますか。

○山川宗貞地域保健課長 この件につきましては、

はしかや風疹を含めて、県では予防接種を打ちましょ

うというキャンペーンとかを行っているのですが、

まだまだ周知が足りないので、さらに強化していき

たいということがあります。特に女性で妊娠されて

いる方はＭＲワクチンが打てないことになっており

ますので、周りの人たちが注意をしていただくと。

例えば、予防接種を受けていただくとか、せきをす

るときにはマスクをして感染を防いでいただくとか

ということを行う必要があると思います。

○平良昭一委員 いずれにしても、もっと勉強して

おかないといけないと思います。

続いて、北部地域における基幹病院の整備につい

て伺います。これまで本会議の中でもいろいろと議

論されてきました。以前に平成29年３月版の沖縄県

地域医療構想をいただきました。その中で宜野座村、

恩納村、金武町が北部の構想区域ではなく中部の構

想区域の中に入っているわけです。北部地域で大会

を開催し、ぜひ基幹病院を北部地域につくりたいと

いう状況の中で、12市町村が一生懸命議論している

ところです。しかし、沖縄県地域医療構想の中で宜

野座村、恩納村、金武町が中部の構想区域の中に入っ

ていることを非常に疑問に思っています。その兼ね

合いというものはどうなっているのでしょうか。

○諸見里真医療政策課長 北部基幹病院の整備につ
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きましては、平成28年12月に北部12市町村で構成す

る北部地域基幹病院整備推進会議が発足しておりま

す。平成29年３月には、同会議の主催による総決起

大会が名護市で開催され、署名11万筆とともに県に

対して基幹病院を整備することについての要請があ

りました。この要請者の中には、当然ながら宜野座

村、金武町、恩納村の３町村も含まれている状況で

ございます。

○平良昭一委員 私が聞いていることは北部地域の

中で宜野座村、金武町、恩納村も入ってやっている

わけですね。しかし、皆さんの沖縄県地域医療構想

の中でこの３つの町村は中部の構想区域に入ってい

るわけです。これから協議会があるという中で、そ

ういう町村が沖縄県地域医療構想の中では中部の構

想区域にあると言われても、北部基幹病院について

負担するような話も出てきているわけですから、万

が一にもそこに対しての疑念が出てこないのかとい

うことを聞いているのです。

○大城博医療企画統括監 先ほど医療政策課長から

も答弁があったとおり、北部基幹病院の整備をめぐ

る経緯の中で、北部圏域においては宜野座村、金武

町、恩納村の３町村も含めて北部12市町村が一体と

なって、この北部基幹病院構想を進めていこうとい

うことで取り組みを進めております。当然、宜野座

村、金武町、恩納村も参加している枠組みの中で、

県と関係市町村、それから北部地区医師会との協議

を進めているところでございまして、特段３町村か

ら、今のところ我々は中部の構想区域であるという

ようなお話は出ておりません。

○末松文信委員長代理 休憩いたします。

（休憩中に、末松年長委員から質疑と答弁の

ズレに対する指摘と再答弁の指示があっ

た。）

○末松文信委員長代理 再開いたします。

大城博医療企画統括監。

○大城博医療企画統括監 沖縄県地域医療構想の中

での区域というものは、構想区域と申しまして、基

本的には、医療計画で定めている２次医療圏と同じ

エリアを構想区域として設定しております。その構

想区域と北部12市町村が一体となって、北部病院の

整備を進めていくという取り組みをされることは直

接関係ないことであると理解しております。

○平良昭一委員 そうであれば、平成29年３月24日

に住民大会を開催し、県に対して７つの要請を行っ

ていますが、その中で500病床の機能を集約できる病

院をつくりたいということがこの12市町村の意見と

してあるわけです。これは当然、宜野座村、金武町、

恩納村まで入って500病床ということで認識していい

のですか。

○大城博医療企画統括監 委員がおっしゃった決議

には７つの項目が盛り込まれておりますが、北部基

幹病院について、県でたたき台としてつくった基幹

病院の機能には、できるだけこの決議の内容が反映

できるように盛り込んでいるところでございます。

この北部基幹病院の病床規模というものは、これか

ら協議の中で具体的に詰めていくことにしておりま

す。ただし、たたき台で示している450床というもの

のは、沖縄県地域医療構想における北部の構想区域

の医療需要というものがあって、他圏域に高度急性

期と急性期で流出している医療需要等を加味して、

できるだけ地域完結型の医療提供体制を構築しよう

というものです。これを北部基幹病院構築整備の狙

いとして位置づけて、それが実現できるような形と

いうことで、今450床の病床規模をたたき台に盛り込

んだところでございます。

○平良昭一委員 関連して聞きますが、この７つの

項目の中には、ドクターヘリの機能を有する緊急救

命病院ということもあります。これまでずっと議論

してきた本県に２機目のドクターヘリが必要かとい

うことで県にも詰め寄っていたようですが、これに

ついては大分前から必要ないということであります。

でもこの要請書は、北部の住民の意見であって、ド

クターヘリがもう一機必要であるという認識を私は

持っております。県としてどのような認識をお持ち

ですか。

○諸見里真医療政策課長 現時点における県のドク

ターヘリについての考え方については、平成29年度

の件数を見ると、急患搬送件数479件でございます。

そのうち、奄美大島が22件ございますので、それは

一旦除いて―結論から言いますと、大体１日に２件

ぐらいとして、365日を掛けると、大体700件近くの

搬送能力があるということです。現時点では大体66％

程度の稼働状況なので、２機目の導入については現

時点では検討していないということでございます。

○平良昭一委員 やはり相当の人数が集まって北部

基幹病院をつくるという大会を開催してきた中で、

このドクターヘリの重要性というものは、離島を抱

えているがゆえの要望なのです。そういう面から60％

の稼働率ということで命を振り分けていいのかとい

うことは非常に疑問です。他府県を見るとドクター

ヘリが２台、３台あるということも踏まえながら、

今後これについて検討してもらえるような状況をつ

くっていただきたいと思いますが、いかがですか。

○諸見里真医療政策課長 現在、北部基幹病院の作
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業を行っているところですが、その中で当然ながら

ヘリポートの設置について検討しているところでご

ざいます。ただし、ドクターヘリにつきましては、

国の基準等で救命救急センターの指定をとらないと

いけないということがありますので、その辺とあわ

せて今後議論していく必要があるものと考えており

ます。

○平良昭一委員 せっかくの機会ですから、これま

でＮＰＯ法人メッシュ・サポートがドクターヘリを

行ってきたような状況があります―北部病院副院長

もいらっしゃいますので、どうでしょうか。これだ

け広い地域の中で緊急的に病人が出てくる。特に離

島も抱えているという観点から、当然、北部地区医

師会病院と北部病院の合併の話もあるわけですから、

今後これが必要になってくる可能性というものはあ

りませんか。

○重盛康司北部病院副院長 現在、北部病院として

は、搬送されてきた患者の救命に全力を挙げて取り

組んでいるところです。その際、救急車がいいのか、

あるいはヘリコプターがいいのかということに関し

ては、議論の推移を見守っていきたいと思います。

○平良昭一委員 これは今後の課題になりますね。

次に、いわゆる民泊新法について質疑したいと思

います。修学旅行の簡易宿泊許可証についても学生

向けの民泊の中では取得が必要であるものと認識し

ております。取得すべき各事業所などを把握するこ

とについては保健医療部で行うのですか。それとも、

文化観光スポーツ部が行うのですか。

○玉城宏幸衛生薬務課長 いわゆる教育民泊と言わ

れているものでも宿泊料を取って人を宿泊させる場

合には、旅館業法の営業許可をとる必要があります。

また、現在は住宅宿泊事業法の届け出を県知事に出

して営業をすることも可能ですので、その件数など

につきましては、両方とも県で把握しております。

この届け出と許可について保健医療部が所管してお

ります。

○平良昭一委員 やはり教育民泊等はどうしても許

可はとらないといけないものですから―気になるこ

とは、大変盛んな教育民泊について、万が一にでも

届け出をしていない状況が出てきたときに、沖縄県

の修学旅行がパーになってしまう可能性もあるわけ

です。これは風評被害が出てくる。いわゆる民泊条

例ができたわけですから、保健医療部が担当であれ

ば、そのような事業所の件数などは把握しておくべ

きであると思いますが、いかがでしょうか。

○玉城宏幸衛生薬務課長 住宅宿泊事業法における

事業者の届け出につきましては、保健医療部衛生薬

務課のホームページで公表しています。それから、

旅館業法に基づく許可につきましては、開示請求を

していただければリスト等を開示できることになっ

ております。

○平良昭一委員 非常に気になることは風評被害で

す。現在届け出をしていなくても学生を受け入れる

という状況があるのです。市町村によってかなりの

開きがあります。ですから、この民泊条例について

は保健医療部だけではなくて文化観光スポーツ部や

農林水産部ともかかわりがあるので細かな連携を必

要とします。その横のつながりは絶対持っておくべ

できあるということをかなり以前から指摘していま

す。せっかく条例ができたわけですから、もう少し

横の広がりを持っていただくことをお願いしたいと

思います。

次に、病院事業局に質疑します。沖縄県病院事業

会計決算審査意見書の４ページで、監査委員からの

審査意見はかなり厳しいものがあります。労働基準

監督署から是正勧告がありました。その改善に向け

て４点ほど注意事項がありますが、これについて今

後はどのように取り組んでいくのかを教えてくださ

い。

○山城英昭病院事業経営課長 平成29年度決算につ

いては、労働基準監督署から是正勧告を受けた時間

外勤務手当の支払い等により、全ての県立病院で経

常収支が赤字となっており、病院事業は極めて厳し

い状況にあります。このため沖縄県病院事業局では、

経営の基本となる沖縄県立病院経営計画の見直しを

行うため、平成30年７月に定めた沖縄県立病院経営

計画の見直しに関する基本方針に沿って病院事業局

全体で見直し作業を実施しているところです。経営

計画の見直しに当たっては、基本方針に沿って、過

去の決算結果から病院経営を悪化させている重要課

題とその要因を整理し、経営改善に向けた方向性を

定めるとともに経営を改善させる取り組み項目を幅

広く検討し、その取り組みによる収支の見通しを収

支計画に反映させ、毎年度の収支目標を設定するこ

ととしております。

今後は、病院事業局長や各病院長等の病院事業管

理者による経営改革会議、外部有識者による経営評

価委員会での協議を踏まえながら経営計画をまとめ

ていく予定でございます。また経営計画の見直しに

ついては平成30年度内に完了し、県民に公表するこ

ととしております。

○末松文信年長委員 金城泰邦委員。

○金城泰邦委員 歳入歳出決算説明資料の中から質

疑します。まず初めに保健医療部に伺います。
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同資料の４ページ、（款）民生費（目）国民健康保

険指導費については、不用額が２億4182万円余り出

ています。これは医療費の実績減によるものという

ことでしたが、もう一度、これについて説明してく

ださい。

○山内昌満国民健康保険課班長 （目）国民健康保

険指導費の不用額につきましては、高額医療費共同

事業負担金の算定の基礎となる高額医療費の実績が、

見込みより下回ったことによる不用額となっており

ます。

○金城泰邦委員 見込みよりも減ったということは

いいことであると思います。いいことによる見込み

が減ったものと受けとめているのですが、そういう

ことで理解していいのですか。

○山内昌満国民健康保険課班長 これにつきまして

は、市町村の給付に対する法定の負担金になってお

りますが、当初予算計上時には不足がないように、

過年度の推移を見ながら予算を組んでおります。結

果的に給付費が全体として減って不用が生じたとい

うことです。したがって予算としては足りていたも

のと理解しております。

○金城泰邦委員 その下の（款）衛生費で（目）精

神衛生費も不用額が9857万1000円余り出ています。

これも医療費の実績減ということで、ある意味健康

増進の取り組みの結果としてそういう結果になった

ものと受けとめていますが、そういうことでよろし

いのでしょうか。

○山川宗貞地域保健課長 この事業費については扶

助費になっております。当初これぐらい必要である

と考えており、それの範囲内でおさまったというこ

とでございます。

○金城泰邦委員 いずれにしても予算の範囲内でお

さまるのはいいことであると思います。

その下の母子保健衛生費が補正で6500万円減に

なっています。これについても御説明願います。

○大城博医療企画統括監 母子保健衛生費の補正減

の主な内容ですが、この（目）母子保健衛生費の中

のこども医療費助成事業において、現物給付の導入

に伴う市町村の電算システムの改修に要する経費に

ついての補助を予定しておりました。しかし、多く

の市町村において平成30年度に電算システムの改修

を行うことになったことから、5468万9000円を減額

補正しております。

○金城泰邦委員 同じく５ページの（項）医薬費の28

番（目）医務費が9800万円の補正減で、10億円の繰

り越し。これは診療所に係るもの等々あったようで

すが、これについてもう一度説明してください。

○大城博医療企画統括監 （目）医務費の補正減の

主な理由ですが、この（目）医務費では２つの事業

で増額補正を行い、10の事業で減額補正を行ってお

ります。このうち、減額補正の内容につきましては、

地域医療介護総合確保事業について、国庫の内示減

に伴い３億8480万4000円を減額補正したというもの

が主なものになっております。

○諸見里真医療政策課長 主なものはほとんどそこ

になりますが、繰り越しの事業は、もとぶ記念病院

に対する改築のための補助がございます。ただし、

これはハード交付金ですので交付決定の時期がおく

れます。そのため半年間という工事期間では難しい

のです。実際に工事に着手したのですが、地盤がか

たい部分が出てきました。そういう事情も考慮して

繰り越しにならざるを得なかったということです。

○金城泰邦委員 同じく６ページの（款）教育費の

（項）大学費（目）看護大学費の中の不用額です。

先ほど、6500万円の不用額については旅費等の不用

によるものとの説明がありました。しかし、これは

金額として旅費だけでは大きいと思いますので、そ

の御説明をお願いします。

○大城博医療企画統括監 旅費の減については、非

常勤講師の実績の減があります。それから、需用費、

委託料等において経費の節減を行ったことなどによ

る不用となっております。

○金城泰邦委員 次に、沖縄県病院事業会計決算書

の20ページに、各県立病院の病床利用率について記

されています。北部病院が70％、八重山病院で60％、

ほかが90％前後ということで、この２つがほかと比

べて病床利用率が低いということが目立つのですが、

それについてどのように分析しているのですか。

○山城英昭病院事業経営課長 北部病院では外科医

師の不足による外科の救急受け入れ制限があること

で救急からの入院患者減少が影響し、病床利用率の

低下につながっております。また異常分娩等に対応

するための産婦人科医師が充足しておらず、ＮＩＣ

Ｕの病床利用率低下の要因になっております。

中部病院と南部医療センター・こども医療セン

ターにつきましては、平成28年度総務省病院経営分

析比較表がございますが、全国平均、類似平均の病

床利用率を上回っており、高い病床利用率を維持し

ているものと評価しております。

精和病院につきましては、国の施策である入院医

療中心から地域生活を中心とすることに沿った運営

を進め、長期入院患者の退院及び社会復帰を促進し

ているため入院患者が減少し、病床利用率が低下し

ている状況にあります。今後は紹介患者の受け入れ
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を積極的に行うなど、新規入院患者の獲得に努めて

まいりたいと思います。

宮古病院につきましては、限られた医療圏域の中

で患者獲得に努めており、高い病床利用率を維持し

ているものと評価しております。

八重山病院につきましては、精神科病棟を含めた

病床利用率が低くなっています。新病院では施設設

備面で精神科病棟への入院を望まない患者や家族の

思いに配慮されており、病床利用率の向上につなが

るものと期待しております。

○金城泰邦委員 次に主要施策の成果に関する報告

書の121ページにある管理栄養士養成課程設置補助事

業です。これは新規事業ですが、３億円の予算でこ

れから準備をしていくということで大変感謝いたし

ます。この中の今後の課題にも、しっかりと文部科

学省や厚生労働省の認可をとるための手続が必要で

あると書いてあります。これについて県で何かアド

バイスできるようなことがあれば、ぜひよろしくお

願いします。何かありますか。

○宮里治健康長寿課長 管理栄養士養成課程設置補

助事業につきましては、昨年度、学校法人沖縄大学

が事業候補者として選定されたところです。今年度

は５月29日に補助金の交付決定をしております。ま

た、学部の設置認可は文部科学省が行いますが、８月

31日に施設の認可がおりています。その後、管理栄

養士養成施設の指定を厚生労働省から受ける必要が

ありますが、それは来年３月ごろに予定されている

ということを聞いております。ですから来年度の４月

から開学という予定になっております。

県としては交付決定しておりますので、設置事業

者が滞りなくしっかりと進められるよう、注視しな

がら必要な助言等を行っていきたいと考えておりま

す。

○金城泰邦委員 続いて、沖縄県病院事業会計決算

審査意見書の８ページ等を見ると、先ほども説明が

あったとおり県立病院の病床数等の比率というもの

が全国と比べてみても非常に高いと。都道府県立病

院等が占める割合を見ると、全国が2.4％であるのに

対して沖縄県は7.4％であること。また、病床数を見

ても全国が3.5％であるのに対して沖縄県は11.9％で

あるとか。こういった形で見ると、全国と比較して

みても本県の県立病院が大きな役割を果たしている

ものと評価しております。

一方で、同意見書の９ページや10ページ等を見て

みると、入院患者数と外来患者数が予定量よりも下

回っているということで、これについては先ほども

質疑がありました。10ページの施設の利用状況を見

ても、前年度と比較して外来患者の延べ人数が１万

807人減少をしています。こういったものを見てみる

と、県立病院は占有率等を見てもその比重が高いと

いうことがわかりますが、利用者数が減っていると

いう状況を見ると、もしかすると、例えば人口比率

等々を見ると県立病院がほかの都道府県等と比較し

て多いということがあり得ると思いました。それで

ウィキペディアなどで確認してみました。沖縄県と

類似する都道府県の人口を見てみると、沖縄県は

144万人で全国25位となっており、県立病院が６つあ

ります。類似しているところを見ると、沖縄県より

も少し少ないのですが、山口県は138万人で全国27位

で、県立病院がなく地方独立行政法人が２つありま

す。愛媛県は136万人で全国28位ですが、県立病院は

４つあります。鹿児島県は162万人で全国24位ですが、

県立病院は５つあります。滋賀県は141万人で、県立

病院は３つあります。三重県は179万人で、県立病院

は４つで、地方独立行政法人が１つあります。沖縄

県は人口から見ると、県立病院が多いというイメー

ジを持ちました。それについてはどうでしょうか。

○山城英昭病院事業経営課長 県内の医療機関に占

める県立病院の割合につきましては、病院数で7.4％、

病床数で11.9％と、全国平均と比べても高い傾向に

あります。沖縄県における公的医療機関や国公立医

療機関で見た場合の県立病院の割合も、全国平均と

ほぼ変わらず、県立病院が公的医療機関の大部分を

占めている状況でございます。これにつきましては、

本土復帰時に国民健康保険の適用等で急増する医療

需要への対応が迫られたこと。また、他都道府県と

比較してかなり立ちおくれていた当時の医療事情を

改善する必要があったことなどから、沖縄振興開発

計画や国の救急医療対策事業実施要綱などによって

急速に県立病院の整備が進められ、県立病院主導の

医療提供体制が形成されたことによるものであると

認識しております。さらに沖縄県は地理的な特性と

して隣接県がなく、島嶼県であるため、県内完結型

の医療提供体制を余儀なくされたことに加えて、市

町村立病院の設置が進まなかったことから、離島・

僻地に県立病院２施設及び附属診療所16カ所を設置

し、沖縄県病院事業は離島・僻地医療の確保に大き

な役割を担うこととなったものがあると考えており

ます。

○金城泰邦委員 県立病院が沖縄県で非常に重要な

位置を占めているということは理解しております。

一方で決算を見ていきますと、累積する赤字の問題。

マンパワー不足の問題といったことがずっと続いて

いると。こういったことに対して、たしか平成21年
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ぐらいに沖縄県医療審議会や県立病院のあり方検討

部会などでいろいろな議論をされたということです

が、その中で赤字やマンパワー不足の解消等々含め

て、経営改革が必要であるというところから地方独

立行政法人というものが求められるとの結論が出て

いるのです。それについて今日どうなっていますか。

○金城聡病院事業統括監 当時の資料が手元にない

ので、記憶に基づいての答弁ということになります。

その当時も借金が多いという経営状況がありました。

そのころには国の指導で行政改革を進めるという流

れがありました。そういう中で、国の場合は、国立

病院などは国立病院機構という形で独立行政法人化

が進むという社会的な流れがありました。国の政策

は病院事業であっても公的法人が適切に執行できる

体制を法律が完備するというもとで病院事業が執行

されていくということがありました。そういう流れ

の中で、本県の病院事業もそういう経営状況にあっ

て、その選択肢ができるのかどうかということで、

県立病院のあり方に関する基本構想というようなも

のを取りまとめています。そのときに構想期間の中

で経営を改善して、その経営改善がどのように進む

のか。その結果に基づいて地方独立行政法人を選ぶ

のかどうかということを検討しなさいということが

審議会において審議され、答申されて、知事のもと

でそういう管理がなされました。その構想期間の中

で、民間の委員を附属機関とし、その病院経営のあ

り方について逐次報告して、経営状況について指摘

を受けた場合には、その指摘をもとに改善しながら

経営を進めたところです。結果的にその構想期間中

に経営改善の方向にあるというような評価になった

ものですから、当時の知事は独立行政法人について

は選択しないという方向になったものと記憶してお

ります。

○金城泰邦委員 先ほど来、この決算書を見ても、

見込みよりも給付費が減っているとか、世の中が健

康志向にあるとかで、今後この病床数をふやして、

入院、通院等々、患者がふえる見込みで事業を組む

ということは結構無理があると思っています。そう

いった中でやはり経営改革についてしっかりと議論

していかないといけないと思っております。こういっ

た行政法人の取り組みについては、長野県などが平

成22年度にこれについて取り組んだと。４年後の平

成26年度にそれを総括した中では、答申としては地

方独立行政法人へ移行することはメリットが大きい

というような成功事例が出ている都道府県もあるの

です。そういうものを見ると、これからの医療につ

いては費用対効果とかいろいろとありますが、そう

いったことも視野に入れていくべきであると思いま

す。ふえていくことを前提にして拡充するという話

でずっといくのか。あるいは将来的には健康になっ

ていくことが望ましいことでもあるし、それを想定

しながら議論するということも必要ではないのかと

思います。そういったことについて御見解をいただ

きたいと思います。

○金城聡病院事業統括監 委員の御指摘については、

我々も参考に値するものと考えるところです。沖縄

県の病院事業につきましては、復帰当時から県民の

医療を守るという形で、県行政の中に組み込まれて、

国策として国費も投資されて、それなりの整備を進

められてきているものと思います。その中で病院事

業の職員は医療従事者を確保して、一生懸命県民の

生命と健康を守るために医療を提供しているところ

です。地方独立行政法人の選択については、委員が

おっしゃるように確かにメリット、デメリットがあ

ると思います。メリットを見ると、特定の公益法人

が特定の事務について執行する体制を整備するとい

うことで、他の都道府県はそういう選択をされたも

のだと思います。一方で病院事業が一般医療なども

担っているというところも踏まえて、病院事業をど

のように管理していくのかということについては、

今後の議論が必要であると思います。いろいろなメ

リットやデメリットを考慮しながら、さらに沖縄県

の病院事業は、公の施設として５地域に知事が設置

したものですから、知事の設置者としての意見も

十分に考慮しながら、その検討を進めるべきである

と思います。

○金城泰邦委員 確かに先ほどの事例は長野県で、

沖縄県の場合とは全然違います。本県は離島県であ

り、エリアも広範囲にわたります。ドクターヘリの

ニーズなどがあったりもします。そういった地域に

合ったニーズをしっかりと踏まえつつ、毎年度、毎

年度出てくる赤字経営に対して、法定外繰り入れを

どのくらいやっているのかとかといった議論だけで

いいのかと。そのような疑問を持つものですから、

そういった意味では、組織全体としても本当はどの

ように持っていったほうがいいのかという議論を

しっかりと見守っていきたいと思います。

○末松文信年長委員 新垣新委員から質疑時間の

５分を照屋守之委員に譲渡したいとの申し出があり

ましたので御報告いたします。

なお、質疑の持ち時間を譲渡した委員は、譲渡を

受けた委員の質疑中は在席する必要がありますので、

御承知おき願います。

それでは質疑を行います。
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新垣新委員。

○新垣新委員 まず、主要施策の成果に関する報告

書の120ページのがん予防対策推進事業について質疑

します。全国の都道府県のがん予防の受診率につい

て沖縄県は何番目の位置づけにあるのか。また対前

年度比についてもお聞かせください。

○宮里治健康長寿課長 がん検診の受診率につきま

しては、まず肺がん検診の全国順位は21位になって

おります。大腸がん検診が33位、胃がん検診が16位、

子宮がん検診が19位、乳がん検診が33位となってお

ります。

○新垣新委員 この検診の受診率は高いほうですか。

それとも低いほうですか。

○宮里治健康長寿課長 肺がん検診については、全

国と比べると受診率はよくなっております。大腸が

んは全国平均と比べて低くなっております。胃がん

検診は全国平均と比べて高くなっております。子宮

頸がんも全国と比べて高くなっております。乳がん

検診は全国よりも低い受診率になっている状況です。

がんの受診率に関しては肺がん、大腸がん、胃がん、

子宮頸がん、乳がんをまとめた受診率というものは

データとして出していないという状況です。したがっ

て個別の回答になることについて御了承ください。

○新垣新委員 県民が健康であれば病院事業局は赤

字を生まない。県民が健康であることで、血税であ

る県民の税金が扶助費、医療費等の予算にならない

ということは当然であるということを基本的なもの

として考えております。

そこで沖縄県はがんが多い地域なのか、沖縄県の

位置づけはどうなっているのかをお聞かせください。

○糸数公保健衛生統括監 今、がんと診断された患

者さんを登録するというシステムになっていて、そ

れを罹患率という言葉で我々は表現しております。

平成26年の年齢調整をした沖縄県の状況を見ると、

男性が393.2人で全国は429.4人となっており、男性

は全国よりも低い状況です。一方女性は324.8人で全

国が300.7人ですので、女性は全国よりも高い値と

なっております。男女を合計すると沖縄県は全国よ

りも若干低いというデータがあります。

○新垣新委員 この数字を過信しないように引き締

めることが大事だと思います。

県民が健康であれば、病院事業局の経営が徐々に

改善していく。これは当然のことだと思うのです。

ヨーロッパでは健康診断を受けない国民に対して厳

しい罰則みたいな制度があるのです。アメリカでも

州によって違っています。県民のために、思いやり

があるという形で何らかの厳しさを教えるべきであ

ると思います。病院事業局の赤字解消や県民の健康、

痴呆症防止という形で改善されていくと。昨年度も

同じようなことを質疑していますが、ある程度の社

会主義の血を入れるべきだと思っているのです。社

会主義にはこういう形の制度があるのです。民主主

義ではそういうものはないのです。ですから沖縄県

としてもこれについて検討すべきではありませんか。

赤字ばかりで県民の血税を入れて、新規事業ができ

ないのです。健康が一番なのです。これについて提

言します。これはおもしろい発想なのです。頭がか

たい発想から柔らかい発想に切りかえていくのです。

それについてどう思いますか。共産主義はだめです

よ、社会主義でいいのです。

○糸数公保健衛生統括監 例えば、現在でも感染症

等に罹患した人が健康診断を受けないなどのほかの

人に被害が及ぶようなときには、ある程度の強制力

を伴った形で勧告するというものはあります。ただ

し、がん検診や特定健診などの個人の健康にかかわ

るものについては、その個人に促して受けてもらう

ということに現状はなっております。例えば会社で

あれば社長が社員に対して必ず100％受けてこいとい

うようなトップダウンでできるところについては、

我々もその実施をお願いしたりしています。しかし、

基本的には個人の健康づくりということで、今置か

れているシステムの中で、どのようにして行動変容

を促すのかということが現状でございます。

○新垣新委員 今のは答えになっていないと思いま

す。要するに市町村におけるがん検診の向上を図る

と。それは市町村との連携が一番大事なのです。で

もこれは限界が来ていると思うのです。これからは

高齢社会になってくるし、その辺は厳しい国の法律、

沖縄県の条例というものをつくらない限り直らない

と思います。沖縄県から新しいモデルをつくってい

くべきだと思っているのです。これ以上、扶助費と

して県民の血税が―健康であればいろいろな事業が

できるのです。そういった大局的な観点で窓口や協

議会をつくっていただきたいのです。平成28年度の

決算特別委員会でも質疑しています。どうですか、

昨年度も言っていますが。

○大城博医療企画統括監 委員がおっしゃるように、

検診を受けなかった人に何らかの負担を与えるとい

うような仕組みではないのですが、国民健康保険の

公費のシステムの中で市町村や都道府県が保健事業

に一生懸命取り組んだ場合には、その努力に応じて、

国が支援するという仕組みがあります。保健事業の

取り組みを評価して、さらに積極的に健康増進に取

り組んでもらうという仕組みは整備されております。
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保健事業をきちんと行って、このような国からの財

政支援も得ながら、県民の健康を増進させられるよ

うに努力していきたいと思います。

○新垣新委員 国民健康保険について昔はペナルテ

ィーがありました。こういったがん検診等を受けた

ら市町村に頑張りましたというような交付金のよう

なものが来るということもわかっています。私は市

議会議員上がりですからわかっています。でも改善

できない部分があるのです。これは国を見るのでは

なくて、私たちはウチナーという視点からどのよう

にして考えていくかが一番大事なのです。そこはメ

スを入れないとだめです。もう病院事業費はずっと

赤字、赤字ですよ。ここにメスを入れる時代なので

す。その辺に関して保健医療部長の見解を求めます。

これは協議会を設置すべきなのです。これはある意

味思いやりです。重い病気になって、アガーアガー

して、医療費や扶助費が上がっていきますから、そ

こはメスを入れるのです。いかがですか。

○砂川靖保健医療部長 みんなが健康になると病院

事業が赤字にならないということは逆かなと思って

います。逆に県立病院は患者さんが来ないと収益が

上がらないわけです。だからといって患者をふやそ

うというわけではありません。

○新垣新委員 保健医療部長、待ってください。そ

れは私に対する暴言ですよ。私が言う、県民が健康

になれば病院事業局は赤字にならないということは

間違っていないのです。保健医療部長は真逆のこと

を言っています。保健医療部長の答弁を訂正させて

ください。こういうことは絶対に通らないですから。

○砂川靖保健医療部長 この県民の健康と県立病院

の経営の話は切り離して考える必要があるものと考

えています。国民健康保険あるいは被用者保険、そ

れから公務員の共済などは全国一律の制度なのです。

これは法律で定められているわけです。そういう中

において、このような検診を受けなかった場合に保

険の適用から外すような取り組みというものは、条

例とか県単独で決められるような話ではないものと

考えております。

○新垣新委員 それでは沖縄健康のための特区など

を自分たちでつくることもできるのです。その特区

をつくるという形で、どうすれば県民が健康でいら

れるのかと。そういうものをつくっていこうではあ

りませんか。保健医療部長、いかがですか。

○砂川靖保健医療部長 その特区をつくって取り組

むというよりも、今我々がやっているヘルスアクショ

ン、健康長寿を復活するためのプログラムなどに力

を入れて、これを達成していきたいと考えています。

○新垣新委員 保健医療部長、特区はできます。自

分たちで考えて、県がやるべきことを国に上げれば

できます。できないとばかり言っていたら一生でき

ません。メスを入れる時代に来ていますので、ぜひ

その検討を強く求めます。今メスを入れなければ何

も変わらない。扶助費等が大きくなる。予算も厳し

い沖縄県になりますので、大胆な改革を強く求めま

す。

続きまして、同じく122ページ、特定不妊治療費助

成事業について、その成果をお聞きします。平成

29年度と平成28年度における対前年度比を教えてく

ださい。

○山川宗貞地域保健課長 まず平成29年度の日本産

科婦人科学会の特定不妊治療の報告によると、成功

率は11.7％となっており、日本全体での数値は上がっ

ております。沖縄県については制度開始が平成17年

度になります。それから平成29年度までの沖縄県で

助成した件数は１万3286件となります。それで計算

いたしますと、生まれたお子様は1554人として推計

されています。

○新垣新委員 年齢制限を45歳まで上げるという考

えはありますか。

○糸数公保健衛生統括監 国において平成28年度か

ら43歳未満を助成の対象の範囲としたところでござ

います。今、委員から御指摘で、その年齢を上に拡

大できないかというお話でしたが、年齢が高くなれ

ばなるほど流産であるとか、妊娠に伴う合併症など

の母胎への危険があるということが言われており、

国もそういう判断をしております。したがってその

ようなエビデンスがある以上、それを超えて助成す

るということは非常に難しいことであると考えてお

ります。

○新垣新委員 ぜひ、これについての周知を徹底し

て行っていただくよう強くお願いを申し上げます。

まだ制度についてわからない方が多いと思いますの

で、よろしくお願いします。

同じく125ページ、これまでに多くの委員が指摘し

ている離島における医師確保ですが、石垣島や宮古

島などの離島の子供たちを育成して医師になっても

らう、地元で生まれた子供は地元で医師になってく

ださいというような新しい制度として琉球大学医学

部に離島枠という形を築いていただきたいのです。

いかがでしょうか。

○長嶺祥保健医療総務課長 離島枠につきましては、

現在、北部・離島枠として５名の枠がございます。

離島につきましては３名の枠がございます。

○新垣新委員 それをもっとふやしてください。今
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よりもさらにふやしてくれって言っているのです。

今のは答弁になっていないのです。枠があることは

わかっていますから。今よりもさらにふやしてくれ

と質疑しているのです。ですからそういった答弁に

各委員は納得しませんよ。もう一度答弁してもらえ

ますか。現状よりもふやしてくれと言っているので

す。

○大城博医療企画統括監 琉球大学医学部の地域枠

につきまして、毎年度17名の定員増を認めていただ

いており、その中の３名が北部と離島の出身者を採

用するということで、その枠を設けております。琉

球大学医学部におきましては、年度ごとの受験者の

状況に応じて離島枠の学生についてはこの枠よりも

１名多く採るという運用をしているところですので、

そういった形で将来的に長い期間、離島や北部で働

いていただくことが期待できるお医者さんを確保し

ていきたいと思っております。

○末松文信年長委員 休憩いたします。

午後３時９分休憩

午後３時24分再開

○末松文信年長委員 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 沖縄県立病院事業会計決算書の

７ページ、貸借対照表の「その他流動資産」の6000万円

の内容が明らかでないということですが、それにつ

いて御説明をお願いできますか。

○山城英昭病院事業経営課長 平成29年度沖縄県病

院事業貸借対照表の「その他流動資産」に、平成26年度

から計上されている6500万円のうち6000万円につい

ては、その計上の経緯や内容が明らかでないことか

ら沖縄県監査委員から指摘されているものです。指

摘されている数値やその計上の経緯とその要因とし

ては、平成26年度の会計基準の変更に伴い、それま

での財務会計システムから新システムに移行した際

の誤りによるものであると現時点で推定していると

ころですが、その断定についてはまだ精査を要して

いるところでございます。これは新会計システムへ

の移行時の仕訳の誤りによるものであると断定され

た場合には、修正処理を行う必要がありますので、

引き続き精査の上、適切に対処したいと考えており

ます。

○照屋守之委員 この決算については貸借対照表も

含めて法律に基づいてしっかりとそういう数字を上

げたということです。しかし、今の説明を聞くと、

この6000万円を説明できないということは、決算書

に対する信憑性が問われます。いかがですか。

○山城英昭病院事業経営課長 委員の御指摘につき

ましては、我々も危惧しております。この6000万円

の内容等については詳しく精査した上で、今年度中

に適切に対応したいと考えております。

○照屋守之委員 会計システム云々というようなこ

とはこの決算書にはあらわれてきません。誰が見て

もこの数字でしか病院事業というものを理解しませ

んから。このようなことを行っていて、沖縄県の病

院事業の１年間がこうでしたということを出してく

ることはおかしいことではないのですか。決算をや

り直したほうがいいのではないですか、どうですか。

○山城英昭病院事業経営課長 今回、新会計システ

ムへの移行の際に6000万円の数値が出てきたもので、

「その他流動資産」に関しては、その年以降の数値

についての変更等はございません。その他の項目に

つきましては適切に対応がなされているものと考え

ております。

○照屋守之委員 信憑性がないと言っているのです。

地方公営企業法第20条にのっとった形で本来はやら

ないといけませんね。この法律の説明とあわせて、

現状がどうなっているのかを説明してください。同

法第20条の条文を全部読み上げてください。

○山城英昭病院事業経営課長 地方公営企業法（計

理の方法）第20条第１項、「地方公営企業においては、

その経営成績を明らかにするため、すべての費用及

び収益を、その発生の事実に基いて計上し、かつ、

その発生した年度に正しく割り当てなければならな

い」。第２項、「地方公営企業においては、その財政

状態を明らかにするため、すべての資産、資本及び

負債の増減及び異動を、その発生の事実に基き、か

つ、適当な区分及び配列の基準並びに一定の評価基

準に従つて、整理しなければならない」。第３項、「前

項の資産、資本及び負債については、政令で定める

ところにより、その内容を明らかにしなければなら

ない」。

○照屋守之委員 どうですか、それに沿ってできて

いますか。

○山城英昭病院事業経営課長 先ほども述べさせて

いただきましたが、「その他流動資産」の6000万円が

不適切な状態であることについては重々承知してお

ります。その精査につきましては、今年度中に専門

家の御意見等も承りながら、適切に対応していきた

いと思います。

○照屋守之委員 それでは手おくれです。地方公営

企業法違反です。法律に違反して皆様方はこのよう

な決算をしているのです。法律違反で行ったものを

我々県議会議員が審査できますか。これは県監査委
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員からも指摘されているのです。どう責任をとるの

ですか。病院事業局長、これは法律違反ですよ。

○金城聡病院事業統括監 委員の御指摘については

大変重く受けとめております。地方公営企業法第20条

第２項にある、財政状況を明らかにするために全て

の資産、資本及び負債の増減及び異動を、その発生

の事実に基き、かつ、適当な区分及び配列の基準並

びに一定の評価基準に従つて、整理しなければなら

ないという部分について、監査委員の意見として疑

義が生じているものと認識しております。全ての資

産の増減という部分については、平成29年度の決算

における増減については適切に捕捉しているものと

思っています。ただし、経営課長からも答弁があり

ましたように、平成26年度の決算にこの6000万円が

新たに計上されていて、その計上された経緯につい

て今調査しております。監査委員に指摘された際に

も、それ以前から調べておりましたが、なかなかそ

の実態を明らかにできなかったということで、監査

委員としては十分精査するようにということで留意

事項が付されていると思っています。

病院事業局としては、負債とか資産とかというも

のは経営の基本ですので、その部分を説明できない

ということは十分に責任説明を果たせていないとい

うことですので、この実態については今年度中に明

らかにして、仮に計上のミスもしくは事務手続の誤

りであれば、法に基づいて訂正手続をとらせていた

だきたいと思っております。

○照屋守之委員 決算とはそういうものなのですか。

地方公営企業法第30条の条文はどうなっていますか。

○山城英昭病院事業経営課長 地方公営企業法（決

算）第30条第１項、「管理者は、毎事業年度終了後２月

以内に当該地方公営企業の決算を調製し、証書類、

当該年度の事業報告書及び政令で定めるその他の書

類をあわせて当該地方公共団体の長に提出しなけれ

ばならない」。第２項、「地方公共団体の長は、決算

及び前項の書類を監査委員の審査に付さなければな

らない」。第３項、「監査委員は、前項の審査をする

にあたっては、地方公営企業の運営が第３条の規定

の趣旨に従ってされているかどうかについて、特に

意を用いなければならない」。第４項、「地方公共団

体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付

した決算を、監査委員の意見を付けて、遅くとも当

該事業年度終了後３月を経過した後において最初に

招集される定例会である議会の認定（地方自治法第

102条の２第１項の議会においては、遅くとも当該事

業年度終了後３月を経過した後の最初の定例日（同

条第６項に規定する定例日をいう。）に開かれる会議

において議会の認定）に付さなければならない」。

○照屋守之委員 もういいです。それで管理者は事

業年度終了後、２カ月以内に決算を調製してと言い

ましたね。先ほどの答弁で今年度いっぱいで明らか

にすると言いましたね。そうであれば今年度いっぱ

いに調製できるのですか。３月に締めて２カ月以内

に調製してということにはならないのですか。

○金城聡病院事業統括監 委員がおっしゃる同法に

基づく決算書というものは、２カ月以内に知事に提

出しております。この決算書は平成29年度の決算と

いう意味において、もう訂正、修正はないものと思

います。ただし、その決算において決算の内容の一部

に修正すべき誤りが見つかった場合は後日、今回の

例で言いますと、平成30年度の事業の中で過年度修

正をする手続も同法において認められております。

したがってその手続をとらせていただきたいと思っ

ております。

○照屋守之委員 この決算書、貸借対照表は大変な

ものですよ。これは実態と合っていない。こういう

ものを粉飾決算というのです。だって事実と違うで

しょう。病院事業局長、これは事実と違うのです。

これを粉飾決算というのです。地方公営企業法に違

反したことを堂々とやっている。指摘をされて今年

度いっぱいにこれを明らかすると。決算書というも

のは今年度いっぱいに訂正するものですか。何を考

えて皆様方はこれをつくっているのですか。この決

算書というものは皆さん方が１年間やってきたもの

全てをそこに入れるのですよ。それを見て今後どう

するのかということです。そこに不信感が出てきた

らどうするのですか。どう責任をとるのですか。

○金城聡病院事業統括監 委員の御指摘は、事実と

違う決算ではないのかということですが、病院事業

局としては平成26年度におけるこの6000万円の計上

がどういう事実に基づくものなのか、現在明らかに

なっていないという認識です。どういうことで、こ

の流動資産が計上されたのか、その事実を確認する

ことが先かと思います。この事実が確認できて、こ

れが正しい仕訳の仕方だったのかどうか、誤りに基

づく仕訳であれば、正しい仕訳の方法が必要になる

と思います。その仕訳の方法については専門家の意

見も聞きながら、正しい決算のあり方をまとめて平

成30年度の決算の中で過年度修正していきたいと

思っております。

○照屋守之委員 これはもっと悪いのです。これは

平成26年度に発生したものです。今は何年ですか。

これまでにきちんと整理できないものをこれから整

理するのですか。指摘されたら整理するのですか。
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これはシステムの変更とか関係ないですよ。これは

平成26年度から引き継いで6000万円が入ってるので

す。それが今さらこういう言い方をされて、法律に

も違反している。これは病院事業局としても大変な

ことですよ。本日、各病院長もいますよ。こういう

実態で経営ができるのですか。どういう問題が起こっ

ているのかわかっていますか。資産のトータルと負

債及び資本のトータルは一緒ですよ。資産と負債及

び資本の合計です。ここがおかしくなるということ

はどうなりますか。全てがおかしくなるのです。こ

んな決算書をよく出せましたね。貸借対照表は全て

一緒ですよ。この中が曖昧だと逆にこちらも曖昧な

のですよ。これはごまかしていませんか。これを見

ると、ごまかしの決算書です。皆さんも貸借対照表

はわかるでしょう。こちらがおかしければ、ここも

おかしいという話ですよ。ですから今、皆様方がやっ

ている決算の資産がおかしいということだから、こ

この負債と資本もおかしい。だからこの決算書は公

にできるものでもないし、やり直したほうがいいの

ではないのかという話ですよ。どうですか。

○金城聡病院事業統括監 決算書の中のバランス

シート、いわゆる貸借対照表は、貸し方と借り方の

バランスがとれているということが大原則になりま

す。「その他流動資産」の部分に不明な部分があると

いうことは、逆のほうにも説明できない部分がある

と思います。委員がおっしゃるように、全体のバラ

ンスがとれている状態で、この財務諸表をつくる必

要があることを踏まえると、その一部について説明

できないということは、全体の説明ができないと言

われても仕方がないと重く受けとめております。病

院事業局としては、この流動資産は平成26年度の計

上に基づいていますが、その計上がどういう理由に

よるものなのかをまずは確認させていただきたいと

思います。それによって決算を訂正する必要がある、

もしくは仕訳が単純に誤っているのであれば、法律

に基づいて手続をとらせていただきたいと思います。

○照屋守之委員 何十年もの間、経営をしています

か。沖縄県の病院経営です。日本の病院経営を初め

としてこのような決算書は初めてですよ。システム

が故障とか、平成26年度から引き継ぎしていないと

かというようなことは理由にはならないのです。だっ

て、そのときの数字はあるのですから。これについ

てはぜひ言っておきたいのですが、流動資産の中で

この6000万円が不明ですね。それならばこの負債及

び資本の中の6000万円も不明ということですよ。こ

れについて説明してもらえませんか。資産の6000万

円が不明ですね。負債及び資本の6000万円も不明に

なるのですよ。この内訳を説明してください。

○金城聡病院事業統括監 委員がおっしゃる「その

他流動資産」に対する部分がどの部分に該当するの

かということについては、今まだ明らかになってお

りません。ですから説明ができない状態です。この

「その他流動資産」の6000万円については、過去の

担当者に事情聴取をしておりまして、その中で記憶

をたどりながら、なぜ6000万円が計上されたのかと

いうことについて調べているところです。さらに各

病院においては、過去の調定元帳というものが再発

行できますので、それについて平成26年度以前から

入手して、現在その取引を確認するという作業を行っ

ているところです。その作業に時間を要するところ

ですので、御理解をいただきたいと思います。

○照屋守之委員 理解なんかできませんよ。これは

決算書ですよ。理解できるはずがないですよ。こん

ないいかげんな決算書について誰が理解できますか。

本当に大丈夫なのですか。先ほども言ったとおり、

負債及び資本のお金、6000万円はどこに行ったので

すか。ここが問題なのですよ。6000万円の行方の問

題です。これをしっかりと調べないと、これは犯罪

ものですよ。だってそうではないですか。この6000万

円の帳尻を合わせるために、そこに6000万円を乗っ

けたらどうなりますか。皆様方はこの内容について

きちんと説明できない。流動資産を含めた貸借対照

表の右左が合うと。仮にこの6000万円は間違いない、

そして負債及び資本も間違いないものとします。そ

うするとこれに合わせて、6000万円を上乗せしてつ

くるという話もあるわけでしょう。皆様方が平成26年

度からやっていてできないものは、しっかりと税理

士や専門家である第三者を含めた検討委員会をつ

くってやらないと解明できません。この6000万円が

どうなったのかという話ですよ。これについてどの

ように説明するのですか。

○金城聡病院事業統括監 先ほども答弁いたしまし

が、過去の担当者などからのヒアリングを通じて調

べているところです。

病院が活動する上で、本庁と現場の病院間の資金

の動きを扱う勘定があります。これは病院本庁勘定

と呼ばれるものです。これは対外的な取引に基づく

ものではないので、本来ならば整理勘定と呼ばれる

ものであり、債権債務関係が発生しないような管理

をされている部分があります。ところが、その整理

勘定を利用せずに、「その他流動資産」の部分に、１年

未満の債権と勘違いして仕訳を行うと、そのような

決算になる、そのような財務諸表が作成されるとい

うことがおおむねわかっています。そうしますと、
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過去の経済活動が正しく仕訳されているのかどうか

を１つずつ確認する作業が必要であると思っていま

す。仮に今言ったような場合、本来ならば対外的な

債権債務関係が発生せず、整理勘定で整理すべきも

のを「その他流動資産」で整理しているのであれば、

これは経理の単純な誤りとまでは言えませんが、経

理の決算誤りとなりますので、その決算誤りについ

ては次年度の事業年度において法に基づく訂正手続

をとらせていただきたいと考えています。

○照屋守之委員 どういう説明ですか。それでは裏

金があるという話ですか。そういう可能性があると

いうことですか。今の答弁の意味はどういうことで

すか。

○金城聡病院事業統括監 裏金という意味ではござ

いません。間違った仕訳をしてしまったので、この

ような決算書に計上されてしまったのではないのか

と。その部分についての原因究明をせずに手続を進

めてしまった結果が、このようになっているのでは

ないのかと。現に平成26年度以降に新たに導入され

たシステムでは整理勘定というものが明確になって

いまして、その整理勘定を用いて本庁と病院間の資

金を動かしますと、こういう「その他流動資産」と

いう部分には計上されていません。したがって過去

の経理の事務についてを１つずつ確認する作業が今

求められています。決して委員がおっしゃるような

裏金とか、隠しとかというものはないと思っており

ます。

○照屋守之委員 当然そのように思っているでしょ

う。皆さん方は病院事業経営についていつからやっ

ているのですか。私は県議会議員として４期目です

が、ずっと病院事業経営にかかわっています。それ

を今さら、こういう決算書をつくるのに何がどうの

こうの、あの勘定がどうのこうのと。この程度のレ

ベルですか。これは県民の不信感どころではないで

すよ。県民は県立病院については、もちろん医療の

提供もそうですが経営も含めてしっかりとやってい

ただいている。我々県議会議員も頑張れと応援する。

でも皆様方はどうなのですか。このような中途半端

な決算書を出してきてこれを指摘したら、今年度いっ

ぱいにやると。いろいろなお金の流れがあって、裏

金なのかと聞いたら、そうではないと思うと。こん

な病院事業経営がありますか。先ほどからいろいろ

な課題が出ております。病院事業は。肝心かなめで

ある経営体、本体そのものがこのような実態であれ

ば、どうやって県民の医療をさらによくしていける

のか。それが実現できますか。これは専門家に調査

させてください。これは大変な問題です。6000万円

というここがポイントですよ。この6000万円がどこ

に消えたのか。先ほどのように裏金ではないと思う

と言うのであれば、皆さん方ではなくて第三者に調

べさせて、原因を究明させてください。そうでなけ

れば、この決算書は一度取り下げたほうがいいと思

います。このような決算書は全国のどこへ行っても

ないですよ。全てのさまざまな資料を集めて精査し

て、それを集約したのが決算書です。これに対して

システムがどうのこうのということはあり得ない。

やり直したほうがいいですよ。どうですか。

○金城聡病院事業統括監 今回の決算書で、「その他

流動資産」として6500万円を計上していますが、そ

の6500万円は平成26年度の決算から数字的には変

わっていません。数字的に変わっていないというこ

とは、平成27年度以降の取引については正しく決算

されていると思います。しかし、委員がおっしゃる

ように、「その他流動資産」に現在6500万円が計上さ

れているわけですから、それを説明できないという

ことは説明責任を果たせないということで、病院事

業局としては責任を感じております。その部分につ

いてまずは事実を確認させていただきたいと思いま

す。その上で、間違った決算をした場合に、こうす

べきであったというものがあれば、その結果に基づ

いて法に基づく手続をとらせていただきたいと思い

ます。

○照屋守之委員 病院事業局長、これは責任問題で

すよ。こういう曖昧な決算書を県議会に出してきて

指摘をされたら、今年度いっぱいで精査すると。今

年度いっぱいで精査したら、すぐに来年度の決算が

回ってきませんか。平成30年度の決算ですよ。先ほ

ど申し上げましたように、この6000万円は抜き差し

ならぬ状況ですよ。消えた6000万円はどこに行った

のですか。これは大変なことですよ。ですからこれ

は、権限を持った方々が第三者にしっかりと調査を

させてください。内部調査はもういいですよ。皆さ

ん方ではできないですから。平成26年度に発生して

からこれまでほったらかしておいてきたのですから、

第三者がきっちりと調査して、この6000万円が実際

にどうなったのかということも含めて整理していか

ないと、県立病院事業そのものがさらに信頼をなく

しますよ。我々では責任を負えませんよ。病院事業

局長、どうですか。第三者による調査なども含めて

明言してください。これは病院事業局長の責任でやっ

てください。

○金城聡病院事業統括監 今、この決算書にある

6500万円についての事実確認の作業をさせていただ

いております。各病院の協力を得て、過去の勘定元
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帳の全てを出力してもらったり、本庁と病院間の勘

定元帳相互間のつけかえ伝票などの写しも全て収集

をして、それに関連する支出に係る附属資料も収集

をして、１件ずつ支出を確認させていただきたいと

思っています。その上で経理上、困難な事案、事務

処理をどうしたらいいのかという専門的な技術が必

要な場合、助言を求める必要がある場合には専門家

の意見を聞いて、その指示に従って適切に処理をし

ていきたいと考えております。

○照屋守之委員 病院事業局長に答弁を求めている

のに、局長は蚊帳の外ですね。病院事業経営の存続

が危ぶまれているのですよ。そのような事態が起こっ

ているのですよ。責任者として何も思わないのです

か。どうですか。

○我那覇仁病院事業局長 照屋委員の御指摘につい

て非常に重く受けとめております。私は４月から病

院事業局長の職についているわけです。今回のこの

6000万円の使途が不明ということで、先ほどから経

営課長や病院事業統括監が説明しているようにまず

はこれを精査し、専門家の御意見を聞きながら、そ

の内容については明らかにしていきたいと考えてお

ります。

○照屋守之委員 地方公営企業法第34条の条文に、

職員の賠償責任というものがあります。この6000万

円がどうなったのかということは、皆様方の内部だ

けではなかなか調査できないと思います。だってこ

れまでできていないのですから。平成26年度に発生

したことをそのままずっと引っ張って、監査委員の

審査意見書で指摘されて、県議会からも指摘されて、

これから一生懸命やりますと。でもこれは賠償責任

にかかわってくることになるのかもしれません。そ

うなると病院事業局長も含めた病院事業局自体が非

常に厳しい状況になると思います。病院事業局のこ

の決算書そのものは地方公営企業法に違反していま

すから、そこをどうするのかということです。我々

県議会議員は皆さん方の対応をしっかりと注視しま

すからね。このような決算書を県議会に出されても、

監査委員の決算審査意見書で指摘されているような

決算書について、県民の代表である我々は議論しよ

うとは思っていませんよ。145万県民の医療を担うプ

ライドがある県立病院事業局であってほしい。我々

はそのバックアップをしたい。病院事業局の職員の

定数もふやせるように条例改正を認めても実際には

ふやしていない。このような経営をやっているわけ

です。経営させたら大赤字であると。平成29年度か

ら平成32年度までの計画をつくると。３つの大きな

柱とは何ですか。計画もただつくればいいというも

のではありません。魂を込めてしっかりとやらない

と。そのことをしっかりと指摘しておきます。この

決算書については追っかけていきます。きちんとやっ

てください。お願いします。

○末松文信年長委員 以上で、保健医療部及び病院

事業局関係決算に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員退室）

○末松文信年長委員 再開いたします。

次に、特記事項についての御提案がありましたら、

挙手の上、御発言をお願いいたします。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 ぜひ特記事項として提案したい部

分がありますので、よろしくお願いします。

県立の病院事業の決算について、6000万円がいま

だ不明という中で決算書がつくられているというこ

とについては非常に疑問を持っております。ですか

ら早目にこの内容等も含めて、あるいはなぜそうい

うことになったのか、その具体的な調査等々も含め

て行い、明らかにしていただきたい。そのような内

容にしてもらいたいと思っています。

○末松文信年長委員 ただいまの提案について意見

はありませんか。

比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 答弁の中で精査中であると。精査

した後に平成30年度における決算の中できちんと法

的な手続をとって、それを報告したいということが

ありました。ですからそれ以上のことは望めない。

望む必要もないのではないかと思っております。今、

すぐに調査結果が出てくる状況にはないものと判断

しております。第三者の意見も聞いてと言っていま

した。当然、原因の究明について求めますが、病院

事業局に委ねたいと思います。

○末松文信年長委員 特記事項として提案するとい

うことについて必要ないのではという御意見です。

ほかにありますか。

金城泰邦委員。

○金城泰邦委員 執行部の説明を聞くと、平成26年

度からというお話がありましたが、これは平成29年

度決算で指摘を受けております。発生してから３年

間の取り組み状況についても特に報告はありません

でした。そのようなことがはっきりと示されていな

かったものですから、平成29年度決算としても、平

成26年度からこのようにしましたというものがなけ

れば―この6000万円という金額も大きいですし、過

去３年間の取り組み状況も知る必要があると思いま
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す。

○末松文信年長委員 新垣新委員。

○新垣新委員 照屋委員が質疑していたように、こ

の消えた6000万円は平成26年度に発生して、平成27年

度から平成29年度まで３年間何をやっていたのかと

思います。内部で検証しているとかということがあ

りましたが、そのような甘えた考えではいけません。

これは県民の血税が投入されているという問題です。

税金がです。絶対に与野党を超えて、しっかりと第

三者機関を置いて、この消えた6000万円がどこに消

えたのかを明らかにすること、この不正の問題につ

いてしっかりと明らかにさせるということが県民の

代表の務めだと思います。ぜひこの問題について明

らかにすることを強く要請いたします。与野党を超

えてです。委員長のリーダーシップを期待しており

ます。

○末松文信年長委員 ほかに意見はありませんか。

亀濱玲子委員。

○亀濱玲子委員 これまでの答弁を聞かせていただ

いていますが、これは平成26年度の旧の会計処理の

方法から新たな会計システムの変換時の際の処理に

伴うというようなことについて今しっかりと調査し、

精査をしているということなので、その成り行きを

見守ることも必要であると思います。ですから特記

事項としての提出はしなくてもいいのではないかと

思います。

○末松文信年長委員 ほかに意見はございませんか。

（「意見なし」と呼ぶ者あり）

○末松文信年長委員 意見なしと認めます。

ほかに特記事項について御提案はありませんか。

（「提案なし」と呼ぶ者あり）

○末松文信年長委員 提案なしと認めます。

以上で、特記事項の提案を終結いたします。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の主な内容を

含む決算調査報告書の作成等につきましては、委員

長に御一任いただきたいと思いますが、これに御異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○末松文信年長委員 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

なお、決算調査報告書は、11月５日 月曜日 正

午までに決算特別委員に配付されることになってい

ます。

また、決算特別委員が調査報告書に関して常任委

員長に対し質疑を行う場合には、６日 火曜日の正

午までに政務調査課に通告することになっておりま

す。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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